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　　6　議箏要旨

　　　（1）前回議事要旨　　　　・　　　　　・

　　　　　「第22回宇宙開発委員会臨時会回議争馨旨」渉確認された。’
　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ

　　　②　宇宙開発計薗について　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

　　　　　下弓局から開発計画総会部会においてとりまとめた「宇宙開

　　　細帯（案肋よ硲「宇宙開発緬（案）醐ζつ喚て説

　　　　鵬り灘の後・篠解つき26日参与会津開き・意見を，

　　　　徴したうえ、1o月1日の委員会で決定するこ≧とした。
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第　1部 総 論

第1章宇声開発の鼠舞と計画策定の背景

第櫛宇宙開発の意蔑

　　1・　近年・宇宙技術の急速な発語により・宇宙空間は人類の新たな活動

　　　預域として登場してきた。　ロケット、人工掛屋等の・手段によっ

　　　て、宇宙空間の真相が次々と明らかにされるとともに、これらの新し

い技術は、われわれの日常生活の多方面に利用されて、人類社会に幾

多の旗艦的な利益をもたらしており、人類社会の進歩にとって新たな

　局面が開かれようとしている。

2．すなわち、米国およびソ連は、有人宇宙飛行の分野において・数々

　の偉業を成し遂げており、昭和44年7月には、人類初の月着陸が実

　現された。、

　　実利用の分野においても、研究および開発の進展はめざましく・と

　くに通信の分野については、世界商業通信衛星組織が暫定的に設立さ

．れ、国隣商業通信が実用化されており・現在この制度の恒久化のため

　の国際会議が行なわれている。

　　気象観澱＼航行援助および測地の各分野についても・米国・ソ連等

において研究および醗軽められており・とくに気象鯉および測

　地衛星はすでに実用化されている。ま．た、これら各分野の衛星利用シ

ステム等は・国連の専三関臨いて鹸言寸が行なわれており・とく

　に気象衛星については、世界気象機構（WMO）が世界気象監視（w

　WW）計画の「環としてその利用を進めようとしている。

　　フランス等の西欧諸国においても、宇宙開発が社会経済の発展に及
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　ぼす大きな効果を予見し、独力であるいは欧州ロケット開発機構（鶏

　LDO）、欧州宇宙研究機構（ESRO）等に参加して開発を進めて

　いる。

　　このような宇宙の開発、利用の進展に伴い、宇宙活動の基本原則を

確立するため、昭和41年「月その他の天体を含む宇宙空間の探査お

　よび利用における国家活動を律する原則に関する条約」（宇宙条約）

が締結され、同42年発効した。その後宇宙条約の関連協定である救
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f
助返還協定が締結され、また、現在損害賠償協定についても国連の宇

宙空聞平和利用委員会において検討されている。また、昨年、　「宇宙

空晶の探査および平和利用に関する国連会議」が開催され・宇宙科学

　技術に関する先進国と後進国の格差の縮試図につき意見交換が行なわ

　れた6

5．　このように、今や、研究と開発にあてられた最初の10年を経て、

　世界嫁広範な宇宙の利用時代を迎えつ玉あり、近い将来において、宇

　宙空澗の利用が国民生活の向上と産業経済の発展に不可決のものとな

る．こと醐鯵である・このような時期にあたって・わが国において

　本格的に宇宙開発に取り組む具体的な意義は、次の点に要約される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ひ

　　第1に・宇宙三悪は自然科学の発屡に大きな効果を及ぼすものであ

　る・すなわち・観測綿のロケットや人工衛星を用いて・地球周辺の宇

　宙空間のみならず、月、金星、火星等の探査さらには惑星間の字宙空

　閥の探査が行なわれ、これまで全く予想もできなかった事実の発見や、

　実舞できなかった諸現象の解明がなされてきた・これらの成果は従来

　の地上観測によっては期待しえないものであり、自然科学の多くの分

　野の進歩に画期的な貢献をするにとどまらず、・20世紀に生活するわ
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れわれ人類に多大の啓発を与えている。

　第2に、各種の人工衛星による宇宙の利用は、われわれの生活環境

の改善や文化の向上あるいは産業経済の発展に画期的な利益をもたら

している。すなわち、われわれの身近かには、すでに通信衛星が大陸

間のテレビ伝送や電話中継に、また、気象衛星が天気予報の精度向上

に利用されており、さらに、船舶や航空機の全天候航法への応用、正確

な地図の作成や離島位置の正確な決定への利用、農林水産や鉱由資源

の探査への応用等が行なわれっXある。

　第5に、宇宙開発は科学技術水準向上に大きな波及効果がある。寧

宙開発はきわめて広範多岐にわたる科学技術分野から最先端の技術を

引き出して、これを結集し、さらに一段と高い段階に引き上げていく

強力な技術先導性を有するものである。宇宙開発は、超真空、極低温

等の字宙環境に耐える性能、小型軽量化、信頼性等に関し、一般の技

術開発の常識を超えた高い性能が要求されるとともに、超遠距離を超

高速で飛しょうする・ケットや人工衛星を意のままに操作するきわめ

て高精度の遠隔制御技術等各種の最：新鋭技術を駆使することが必要と

なる。このため・宇宙開発の堆進が科学技術全般の水準の向上にきわ

めて有効であり、一般の技術開発では期待できないような新技術の開

発を生み出す原動力となっている。

　開放経済体制下にあって、自主技術の開発が強く要請されているわ

が国としては、技術分野の広さにおいても技術の先導性においてもき

わめて適切な目標である宇宙三三を強力に推進することによって技術

　　　　　　　　　　　　　一5一

ド
レ
ド
勃
・

鍼
饗
鞍
欝
欝
無
縫
難
擁

蓉



　　　開発力の飛躍的な強化を図ることが必要である。

　　　　第4に、宇宙開発は、わが国の国益の：増進および国際友好の促進に

　　大きく貫献ずるものである。

　　　宇宙開発は、政治、外交面で世界的に注目をあびている分野であり、

　　　その成果によって・その国の科学技術り水鞠繍よそ9国力醐られ

　　　ると言っても過言でなく、宇宙開発が国際的地位の確保に及ぼす効果

　　はきわめて大なるものがある。

　　　今後は、国際的な協調体制の下における宇宙の開発および利用が一

　　層醗になることが予想されるが、こ・）ような翻臨処して、わが国

　　の技術的能力を高め、実績を積み重ねることにより、諸外国と積極的

　　な協力を推進することが可能となりゼこれを通じて国益を確保してい

　　　くことができる、，

ズ　　さらに、最近は、低開発諸国の宇宙開発への参加の意欲が高まり、

　　国際連合においても、宇宙開発における低開発国援助の問題が大きく

　　取り上げられている。わが国としても、低開発国に対する技術援助を

　　積極的に行なうことは、単に国際友野の促進に役立つのみならず、諸

　　外国におけるわが国技術水準全般に対する評価の向上につながり、ひ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ

　　いてはわが国貿易の発展に資することになろう。

；物：冒二上逓べた如くこ編開発の縫はわが国にとって極めて有瀬で

　　ある。

園．　世界の宇宙開発にやや立ち遅れたわが国としては、今日、強い決意

　，ゴと明確な開発計画をもって・宇宙開発を推＝進し・科学技術の進歩、国

　　民福祉り向上、産業経済の発展、国際友好の促進を図る必要がある。

第2節　計画策定に匿いたる背景　　　　　　　　　窪
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1．（1＞わが国の宇宙開発は、昭和ろ0年、東京大学生産技術研究所にお

　，いて、宇宙科学研究を目的として始められた。同研究所は、まず、

　　ペンシルニケットの開発に着手し、以後、宇宙科学研究の要請にこ

　　たえて、カッパや．（k）ロ’ケット、ラムダ（L）ロケットと順次圃体燃料を

　用いた観測ロケットの大型化を進めるとともに、これらのロケット

　　により、宇宙線、電離層、大気光、地磁気等の観測を行ない、この

　間、昭和ぢ2年～ろ5年の国際地球観測年（IGY）、昭和59年～

　　40年の太陽活動極小期国際観測年（IQSY）に参加し1昭和4

　　．o年にはx語意および電離層内の静電気波を発見するなど世界的に

　　も優れた業績をあげてきた．昭和41年にはL－5HPケットを高

　度2，000㎞に打ち上げてわが国上空のバンアレン内側帯の観測を

　　行なった、、一方、高度・10，000㎞以上の高さにあるバンアレン外

　側帯の観測を行なうためには、Lロケットよりもさらに大型の貿ケ

　　ットが必要となり、昭和38焦よリミズー㈹ロケットの開発が雌めあれた。

　　　昭和39焦には、全国研究者の共同利用研究所として、i粕｝｛大学

　　に宇粛航空研究所が転倒され、以後、宇甫科学研究は同研究所を中

　　必とむて推進されている。また、打ち上げ場として鹿児島県内之浦

　　に鹿児島宇宙空間観測所が設けられている。

　　　科学衛星計画についてほ、昭和38年に欄催された日本学術会議

　　宇宙空間研究特別委員会主催の「人工衛星に関するインフォーマル

　　．シンポジウム」を契機として」科学衛星開発の必要性が宇宙科学

　　者の閥℃強く要望ざれるにいたり、東京大学宇宙航空研究所が開発

　　中のM・ケシトにより科学衛星の打上げが技術的に可能となること

　　から、M海ケッ下による科学衛星計画を推進することになった、、
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■薩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！

　　科学論については・電鵬短波献三三宇宙構の襯　1
を行なう第陽科学論はすでに完成し、現在、プラズマ波、プラ　｝

ズ樒鵬の襯を行なう第2胴鞭虫および太騨x線等囎　1

…一号…星の製作…るととも…種…の
　観測のための第4号科学衛星の試作を行なっている。

（2）一方砥用の油壷ける宇宙蹴1ま、議論5鞭から科学技　1
術山面省運瀦および建設齢㍉、てそれぞれの醐応じ　｝

忌められている．　　　　　　　　1
　　科学技術庁は、実用衛星の打上げを行なうには、高精度の誘導制

御技術秘艶することから腋伽ケットと講制鰍術腫点　　1

を置いて蹴甑脇8鞭LS湖ケットの鞠飛　1
　しょう実験に成功した，、

昭和ろ9年漢誌面細る宇翻の中核機関として、科学技　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　術庁に宇宙開発推進本部が設けられた。同本部においては、実用衛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“》

p…を開発する構想が……・
　　同本部は、昭和59年からこの実用衛星打上げ用鐸ケットのシス

　テム設計に着手するとともに、LSロケットの大型化、高性能化を

　図るための開発およびジンバル、2次噴射等の誘導制御技術に関す

　　　　　　　　　　　　』6一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

噸

　る開発を進め、また、各種実用衛星に共通する技術として、姿勢制

御技術、電源等の開発を行なってきた・

　　同本部は、実用衛星の打上げ場として、鹿児島県種子島に種子島

宇宙センターを設け、，LS－c・ケット等の飛しょう実験を行なつ

　ている，，

　　実用衛星について嫉前述の各省庁において調査研究が進められ

　てきたが、近年に至り、世界における実用衛星の開発および利用の

進展に伴、ト、わが国においても、これらに関する研究および開発か

　活発になった、、

　　すなわち、気象庁気象研究所、＝運輸省電子航法研究所ならびに海

　上保安庁水路部および建設省困土地理院においては、それぞれ気象

　衛星、航行衛星、測地衛星に関する調査研究を進めてきている。

　　とくに郵政省電波研究所においては、すでに昭和45年から電離

　層観測衛星のプロトタイプの製作を始めており、また、昭和41年

　からは郵政省が中心となり、郵政省・日本電信電話公社、日：本：放送

　協会および国際電信電話株式会社が共同して、通信衛星の開発を行

　なうことを検討してきている。

（3＞　この間門として宇宙開発の重要問題について検討するために・昭

榔5年購雛幽暗宙醗審議会が設置され・わ姻の宇宙開

　発の基本方針、、三体的方策等について数次にわたり答申および建議

　を行なってきた。しかしながら、世界における宇宙開発の＝進展およ

び前述のようなわが国宇醐獅醗化に伴・’冷後・わが国とし

　ても本格的に宇宙開発を進めてゆくため、長期的な開発計画を明ら

　かにするとともに、開発体制を一元化すべきであるという要請が強

一
汽
匹
穿
L
転
影
、

　
　
　
歎
ヒ
・
萄
馬
滴
羨
塾
；
ぐ
い
っ
碁
転
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
鉦
ぐ
属
熱
鈴
穎
艶

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
総
，
響
，

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
、
欝
曝
齢
馳
三
碧
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噛7－　　　　　　／



夢
≦　
　
勤

髭

まってきた，，

　このため・宇宙開発審議会は・昭和42年諮問第4号「宇宙開発

に関する長期計画および体制の大綱について二！に対して答申を行な

、＼長期計画については、昭和45年度から昭和48年度：に至る期

間において・科学衛星・静止衛星を含む実用実験衛星およびこれら

を打ち上げる能力を有するロケットの開発を行なうべきであると述

べ・また・開発体制については、わが国の宇宙開発に関し、国とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，ボ・
て統一ある構想のも・とに、基本的な計画を審議決定するとともに、

計画の進行途上における評価および調整を行ない、それが国の最高

方針として十分尊重されるような委員会を設置するほか、国の計画

に沿って・官学民が向致協力して開発を行なう開発機関の設置、所

要の行政機構の整備等を行なう必要があると述べている。

　この趣旨に沿って、昭和43年には、わが国宇宙開発の総合的か

つ計画的な推進に資するため、総理府に宇宙開発委員会が設置され、

’また昭和44年喋0月には、政府、学界および産業界が一致協力し

て開発を行なう中核機関として、宇宙開発事業団が設立惑れた。

2・以上に述べたような宇宙開発委員会の設置に至る羽織かんがみ、

今後ますます本格化するわが国の宇宙開発に関して、義元的かつ長期

　的な計画を策定し・適切な開発目標とこれを達成するたあの具体的な

手順を明らかにすることが急務となっている。

　　さらに、人工衛星とロケットの開発は、宇宙開発事業団を中心とし

て官・学・民の総力を結集してはじめて可能になる巨大な事業である。

宇宙開発の所期の目標を達成するためには、これら関係各機関が宇宙

一8一
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開発の全体計画を把握し、その計画における各機関の役割を十分に認

識し、これを推：進ずるための十分な体制を整えたうえで・開発を進め

ていく必要がある。

　また、宇宙開発ほ多額の国家資金を要するので、資金の効率的な運

用を図るとともに、広く国民全般の支持のもとに・これを推進するこ

とが必要である。

　このような観点かちみても、国の宇宙開発に関する長期的な計画を

明確にし、その実施にあたっては国力に応じて推進を図ることが必要

である。
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第2章将来の展望と愛糞の必要性

　第1節将来の展望

　　生　わが国の宇宙開発計画を策定するにあたっては、宇宙利用の時代を

　　　迎えた世界の動向を見守りっっ、将来のわが国宇宙開発のあるべき姿

　　　を展望し、その展望のもとにわが国宇宙開発の方向を明らかにしたう

　　　えでこれを直なわなけれぽならない。

　　　　人工衛星の開発は、われわれに情報の収集および伝達に新しい手段
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
　　　を提供した，，

　　　　この新しい手段は、1つのシステムに広範な地域を包含しうること、

　　　地球上および宇宙の諸現象を地上とは違った角度から観測できること、

　　　大気、電離層等の自然現象に影響されない安定した情報の収集．伝達

　　　が可能になることなど従来の手段とは全く異なった特徴をもつもので

　　　ある。

　　　　この特徴は、すでに宇宙の諸現象の観測、通信、気象観測、航行援

　　　助、測地などの面に応用されっつあるが、このほか、地球資源の探査

　　　に利用するなどの研究が進められており．人工衛星の利用は、将来ま

　　　すます拡大されていくものと考えられる。

　　　　このような宇宙利用に関する世界の動向、後述するような各利用分

　　　野におけるわが国としての開発の必要性湘よび技術的能力を考慮すれ

　　　ぽ・わが国においては、今後10年程度の閥に、諸外国および国際組

　　　織において打ち上げられる衛星の利用に加えて、次のようなわが国自

　　　らの開発および利用がなされているものと考える。

　　2・　すなわち、科学研究の分野においては、人工衛星の開発等により宇

　　　宙科学の研究が進展し、学術の発達に大きく貢献してきた。しかし、

一10一
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●

広大な宇宙の諸現象からみれぽ、これまでの観測により得られた薪知

識はきわめて限られたものにすぎず、人工衛星等による科学観測は国

際的にますます大規模に進められていくであろう。わが国としても、

国際協力に留意しつつ、独自の計画をもって、宇宙科学の研究を推進

していく必要性が増大していよう。このため、楕円軌道および略円軌

道に打ち上げられたわが国独自の科学衛星による電波・放射線・粒子

．線等の観測から、さらに進んで超長楕円軌道、静止軌道等に打上げら

れた衛星によって、太陽風の観測、磁気圏の観測、高精度の天文観測

等が行なわれているであろう。また、小動物等を乗せた生物衛星の打

ち上げにより宇宙生物学、宇宙生理学等の研究や、さらに無人小型探

査機による深宇宙探査が行なわれていることも考えられる。

　通信の分野においては、情報化社会の時代を迎えて・電話・画像通

信、データ通信等通信需要が飛躍的に増大することは必至であり・こ

れに対処するため、国内幹線通信用・移動通信三等として・実用静止

通信衛星が従来のマイクロ波通信等の地上系とともにそれぞれの特色

に応じた通信サービスを分担して行なう．こととなろう。さらに・テレ

　ビ難視聴地域の解消、教育放送の充実を図るため、集団向けの放送衛

星、あるいは家塵向けの放送衛星について調査研究が進められていよ

　う、、これらの技術を確立することにより』．地域的な国際通信衛星の打

上げは容易なものζなろう。また・電離層を利用する無線通信を安定

　して行なうため、電離層観測＝衛星が中高度に打ち上げられ・電離層臨

　界周波数の世界分布の観測に利用されていよう二さらに進んで、電波

　警報衛星が打ち上げられ、宇宙じょう乱による無線通信障害の警報が

　行なわれ、また、標準時刻衛星が打ち上げられ、きわめて高精度な時
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報が行，なわれていることも考えられる。

　気象の分野においては、巨額の自然災害をこうむっているわが国に

とって、気象予報の精度向上に対する要請はきわめて強く・このため・

，樋の気象鯉即ち上げら紋気象デつの収集が行妨れていよ

う・気象鯉には蒲星噸澱翫轍して気象欄晒な塒止

衛星および中高度極軌道衛星と大気または海上に観測機器を三韓した

ゾンデ蜘まブイ轍流し・こ櫛送られてくる気象㌃タを中継心

して管制センターに送信する中高度衛星があり・これらが総合的に運

用されて台風、梅雨、集中豪雨等の予報に重要な役割を果たしていよ

う。

　航行の分野においては、産業経済の高度化と国民生活の向上に伴い・

船舶および航空機による輸送が著しく増大し、かつ・高速化されてく

るが、これらの安全の確保ζ運航能率の向上を図るため・新しい航行

援助システムとして航行衛星が広く利用されていよう。全世界に多く

の商船及び航空機の航路を有し、多数の漁船を出激させているわが国

としては、ζれらの利用者にもっとも適したシステムの設定が必要で

あり・、とくに太平洋瞳点雄い胴鰹の航行三朔ち上げられの

て、船舶および航空機の位置測定ならびにこれらに対する交通管制指

令、気象情報等の通報に利用されていよう。

　測地の分野においては、日本列島および離島0位置を正確に求める

　とともに、日本列島の地殻変動を正確に把握するため・中高度気球型

衛星等が打ち上げられ、継続的な観測が行なわれていよう。

　　このほか、資源探査衛星が打ち上げられ、資源の探知などに利用さ

　れていることも考えられる。

一12一
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5．次に、これらの衛星を打ち上げるためのロケットについては、現在、

　全段固体のMロケットの開発が進捗し、また固体捻デットと液体ロケ

　　ットを組み合せたQ・ロ1ケットの開発が行なわれており、Mロケットに

　　より科学衛星を、Qロケットにより電離層観測衛星等の中高度衛星を、

　また今後開発を行なうN・ケットにより実験用静止通信衛星等の静止

　　または同期衛星を打ち上げることが可能となる。Mρケヅトによって

　は打ち上げられない大型のあるいは高高度の科学衛星については、Q

　　まだは蝉ロケットによって打ち上げられよう。

　　実用静止通信衛星あるいは放送劇昆は重県が大きく、その打上げに

　は’Nロケットより一・層強力なロケットが必要となり、またその他の

　分野の実用衛星についてもさらに大型のものへと移行することが十分

　予想ざれるので、Q・およびNロケッ・トの大型化・高性能化のための研

　究および開発が進められていよう。

　4　以上、今後、10年程度の間におけるわが国の宇宙開発の展望を述

　『べたが、之れらを計画として具体化するためには、現在行なわれてい

　　るMロケットおよびQロケット、科学衛星および電離層観測衛星等の

　　開発を推進し、これちの成果をもとにして・ここ数年の間に・Npケ

　　ットを開発して実験用静止通信衛星を開発、打ち上げるととにより一

　　静止衛星打上げの能力をかん養する．こととし、さらに前述の各種衛星

　　につき、その緊急性ギ経済性等について検：討のうえ・国力に応じた具

　　体的な打上げの計画を定め、この計画のもとに逐次打上げを行なうこ

　　ととするのが適当である。

第2節　人工衛星開発の必＝要性

　1。　科学衛星
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（D　宇宙に存在する各種の天体は、電波、赤外線、可視光線、x線、

　7線などそれぞれ特有の放射線を放出しており、また、太陽の活動

　の消長に関連して、太陽から地球にいたる宇宙空間にはさまざまな

　自然現象が起っている。

　　宇宙科学ほ、これら、宇宙からの各種放射線や宇宙空聞における

　諸現象の真相を究明することを目的とした自然科学の分野であり、

　さらに宇宙の実利用に関しその基盤をつちかうものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ

　　宇宙科学の研究は、従来、地上観測網によって進められてきたが、

放射線として伝達される天体からの各種情報は地球をとりまく大気

　にはばまれ、地表では、光線、電波などの狭い範囲を通してその一

部しかとらえることができなかったので、広大な宇宙空間にどのよ

　うな現象が起り、それらゐ現象問にどのような相互関係があるかを

正確に知ることができなかった。

　　しかし、宇宙空閤を飛しょうする観測ロケットおよび科学衛星の

実現によって、大気の外において宇宙空間を直接観潤ることがで

　きるようになって以来、宇宙科学の研究は急速に発展した。

　　とくに科学衛星は・宇宙空間を長期的かつ横断的に観測すること　ρ

ができるきわめて有力な手段であり、これによって宇宙空間の諸現

象の季節的な変化を把握するヒとができるぽかりでなく、天体から

放出される放射線に関する各種の情報、とくに微細な情報を連続的

に観測することが可能となり、さらには宇宙空間に起る突発的な現

象をとらえることが可能となるなど宇宙科学の研究にとって欠くこ

　とのできないものとなった、，

　　これまで、科学衛星による科学研究によって、地球をどりまく宇

　　　　　　　　　　　　一14一
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　宙空間に巨大なドーナツ型をした荷電粒子のかたまりであるバンア

　レン放射能帯が存在することが発見されたことをはじめ幾多の成果

　があげられ、物理学の面における学術の発展に大きく貢献したぽか

　りでなく」宇宙生物学、宇宙医学等の新しい学問分野が開拓された。

　　しかしながら、広大な宇宙空間の複雑な諸現象からみれぽ・これ

　までの観測によって得られた知識は限られたものであり・今後・科

　学衛星專による観測は国際的にもますます大規模に進められていく

　であろう，、

（2）わが国における宇宙科学の研究は、第2回国際駆落（昭和7年～

　8年）観測事業に参加して、電離層、地磁気等星関する地上観測を

　行ない、その成果が世界的に高く評価されて以来・宇宙科学者の層

　は次第に厚くなり、その研究基盤は強固なものとなった・

　　さらに国際地球観潰陣（昭和52年～5畠5年）事業の実施にあ

　たっては、わが国ぼアジア地域における中心的役割を担うものとし

　て、宇宙科学の各専門分野にわたり地上観測網を確立するとともに・

　この事業においてとくに重要視された飛しょう体による宇宙空間の

　直接観測事業において、独自に開発したロケットを打ち上げること

　によって、宇宙科学の飛躍的進展の基礎を築き、さらに太陽活動極

　小期国際観測年（昭和ろ9年～40年）事業等の国際共同観測事業

　において大きく貢献した。

　　わが国における宇宙科学の特徴は、地上観測と飛しょう体による

　観測とを有機的に結びつけて、総合的な研究を行なうことにあり、

　これまで、宇宙空間における諸現象の相互関係に関する研究につい

　て顕著な業績をあげてきており、この面でわが国に対する世界学界

　　　　　　　　　　　　　一15一
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の期待はきわめて大きなもの炉ある。1

　このような情勢、およびこれまでの観測ロケットの成果を基盤と

したMロケットが科学衛星打上げの頬髭性をもつことから、観測ロ

ケットからさらに進んでわが国独自の科学衛星の実現が強く要望さ

．れるにいた？た・、

　わが国が自ら科学衛星の開発を行なうことは・科学的価値の高い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ

独自の観測項目を選定し、もっとも適した時期に観測を行なうこと

を可能とし、わが国の特色ある宇宙科学の研究をさらに進展させ、

宇密空間の頁相の究明に独自の立場で貢献するとともに、技術的側

面としては、宇宙工学に新しい研究分野を開擁するものである・

　また、宇宙生物学および宇宙医学の研究の推進によって、宇宙空

蘭における地上生物の生活機能の特異性、宇宙における生物の存在、

分布、進化が究明され、ひいてはその成果は一一般の生物学、分子生

物学等の研究の発展の基礎をなすものとして役立つことが強く期待
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　爵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼触されている。

　さらに、亨宙科学の研究に関する国際共同研究は、今後ますます

活発に行なあれることが予想されるが、わが国が特色ある科学衛星

の開発、打上げを行ない、宇宙科学の研究を進め研究業績をあげて

おくことにより、これに独自姦立場から積極的に参加することが可

能となる。
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2　電離層観測衛星

　　電離層の状態は、場所、時刻＿季節等に応じ変化している。したが

って、短波通信のよう蝿離層を三七撫線鼠鵬を行なう場合には・

通信の相手ﾘじてその伝ぼん騨の電離層の状態醐興

信時刻陣鯛瀬など撮適慾塵ζとが必要である．

　　電離層の状態を知るためには、その電子密度を測定して臨界周波数

　の世界分布を知るこζが必要である・現在・世界の約’｛70の電離層

　観測所ぷ相協力して臨界周波数の世界分布の予報図を作成しているが・

大洋趣繊な撫人の地域で囎糊こ得られず予報鞭の向上にと

　って大きな問題となっている・

　　瓢電波儲とく三三か轍射される儲は・繊により・

　季節により変化する。その世界分布に関する資料は・無線通信回線の

設猷および三三麟常三三なもの蹴る・めため現在俗

界の16漸の蝿観漸關・縄灘音の観測鰍され・その資

纏もと叫て融儲搬の灘図酢られて～・るが・現在の方法

では翻から湿れ碕料砂なく・またその霰も＋分紬のでは

　ない。

・（2）こあような離駒翻周灘、三三龍どの世界晩肺逸

る亮痴惚時齪らずで地球を興する人工物を利用すること

　がきわめ笥効であや・．．
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　　諸外国においても、この電離層観測衛星の必要性に注目し、カナダ、

　アメリカおよびイギリスの共同開発によるアルェット衛星および国際

　電離層研究衛星（ISIS衛星）がすでに打ち上げられている。しかし

　しながら・アルエット衛星で、全世界的な観測結果を得ようとすれぽ

　・各地に地上局網を張りめぐらす必要があり、またISIS衛星は、観

　測資料の蓄積装置を備えてはいるが、蓄積能力の不足から全世界の5

　分の1程度の資料しか得られないのが実情である，，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《
　　このような他国の衛星を利用するだけでは十分な情報が得られない。

　わか国が・大洋上を含む地球上のあらゆる地域の電離層状況を知るた

　めには・観測資料の蓄積能力をもっとも効果的に活用できるようなシ

　ステムの電離層観測衛星を独自に開発し打ち上げる必要がある。

5　通信衛星

（D　世界における通信衛星の開発状況をみると、まず、インテルサッ

　ト組織においては、すでに打ち上げられた数個の通信衛星により全

　世界をカノーする通信網が構成されており」‘さらに5，000回線以

　上の容量を有するインテルサットW衛星を打ち上げ、将来の通信需

　要増に対処しようとしている。

　　雪叩ッパにおいて監フラン社ドイツカ洪同して実験用鵬

　衛星（シンフォニー）の開発を進めているほムヨーロッパ放送連盟（・B

　8U）においては放送番組の配給を目的とした実用衛星の打上げを

　目標とした開発が進められており、カナダにおいても、1971年

　：までに運信衛星を打ち上げて国内衛星通信網を整備する計画が検討

　されている。

（2）　わが国における昭和50年越の通信業務においては、電話、画像

一18一

ρ

」

◎

◎

通信、データ通信などを含む通信全般にわたる幹線系の大容量通信

サービス、その他の各種符号の送受信サービス等、大量かつ多種の

通信サービスが良質かっ高信頼度をもって迅速に行なわれることが

要請される。しかしながら、このような要請に対し、マイクロ波あ

るいはケーブル等を用いた地上伝送方式のみで対処することは、そ

の容量および災害時における信頼性の点からみて不十分であると考

えられる。衛星通信は、従来の地上通信方式の量的不足を補うぽか

りでなく、地上通信方式では困難な通信をも可能とする特性を有す

るものであるので、将来の通信サービスの要求に対処するため、経

済性等を十分に検討しつつ、相当の通信容量を有する衛星の実月尻

を図る必要がある。また、放送用の人工衛星については、現在世参

各国で研究および開発が進められる気運にあるが。この放送用の豆

単としては集団向けテレビ放送用あるいは家庭向けテレビ放送用な

どが考えられる。このうち家庭向けテレビ放塔用の衛星については・

人工衛星から、各家庭にある既存の受信機で直接受信することがで

きるようにする必要があり、このため、この種の衛星はきわめて大

型のものとなると考えられるので実用化されるとしても相当長期間

の研究が必要であろう。

　このように、通信衛星は、国の教育、文化、産業などの発展に寄

与するところが大きいばかりでなく、これらの発展が逆に通信衛星

の利用を必要とするようになるものと考えられる。わが国において

も、将来の社会経済の発展にともなう通信需要の増加を考えると・

衛星通信が大きな役割を果塾すことは十分に予想されるところであ

り、このため、今から通信衛星の開発を進めることがきわめて重要
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　　である。

（3＞　このよ’うな通信衛星の開発を行なうためには、今からその基本と

　　なる技術ゐ翻発を進めることが必要であり、実用通信衛星および放

　　送衛星の開発に必要とされる各種の周波数を用いた広帯域通信実験

　　および電波の伝ばん特性の調査を行なうため、実験用静止通信衛星

　　の開発を早急に行なう必要がある。

4　気象衛星

（1）わが国の気象状況を常時監視し台風・集中豪雨なξの気象の予讃

．脚行師rと．は・わが駄お細査害防止・交通の安全確認に

　　祠麺ある力縦勅豫襯手馴ま・広範な洋上・燐難

　　からの資料収集が甚だ不十分であった。

　　　人工衛星による気象観測は、地球上いかなる地点からも、等質の

　観測資料が得られるので、このような資料の不足を補ううえできわ

　，めて有効な手段である。気象衛星で得られる資料は、雲の写真、地

　　表および雲頂の温度、地球の熱収支などであり、また、大気圏浮遊

　　四デ講上ズ哲ど柵’て翻した温嘩・購の酬を熟する

　　ることもできる・近い将来には心気澱慰び撚気の麺肺爵

　　の測定も可能となる。

　　　鞍点噛聯務噂入されると気艦視をより儲化・．髄

．化・広範囲化することができ・塾によって気象の予警報の高慮

　　化・迅速化が期侍され・災害防止・産業部門今の貢献などその経済・

　　的利熱きわ翠大きいものがあると考えられる・

②　台風、集中豪雨等は数時間のうちにその様相が変化するので、わ

　　が国としては、常時必要な時にζ：れらの資料を収集するため、わが
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　国南方に位置する静止気象衛星とこれを補う役目をする移動気象衛

　星とを利用することが必要である。

　　現在ヨ実用気象衛星としては、アメリカのエッサ、轟ンパス等の

　気象衛星、ソ連のコスモス衛星があり、また、実験用の衛星として、

　アメリカの応用技術衛星（A？S一づ）が打ち上げられている。し

　かしエッサ衛星からの雲写真データの受信回数が1日1回であるた

　め、気象急変時の資料入手が困難であり、応用技術衛星から送信さ

　れる雲写真のわが国に関する部分は画像の周辺部にあたり歪みが大き

　　きくζその他の衛星は、わが国に対してデータの送信は全くない。

　　　これらの理由により、わが国でこれらの衛星を十分に利用するこ

　　とができない現状であり、また、近い将来、わが国が十分利用しう

　　るような気象衛星を外国で打ち上げる計画もない。

　　　したがって、わが国の気象を常時監視し、わが国独特の気象に適

　　した資料を得るためには・気象衛星を独自に開発し・打ち上げる沓

　　＝要がある。

5　航行衛星

（1）世界における航空交通量の著しい増加と航空機の高速化に対処し・

　限られた航空路に多数の航空機を同時に安全に、かつ、運航経済を

・考瓢て就航させるためには、地上㈱いて轍の相対位蹴鶴

磁に把握するどともに瀬空回の安定し樋信による交通管制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆつ　が必要である。また、従来漁船および小型船の遭難の多くは、その

　遭難位置を把握することが困難なため・適切な救難措置がとれず・

　多数の人命を失なう結果となっている。このため、各船からの位置

　連鞭による段位登録システムの計画が進められているが・このシス

　　　　　　　　　　　　　一21一一
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　テムでは限られた船舶の予定位置を把握するにとどまるので、航空

　機におけると同様に、地上から各船の位置を常時監視し、がっ、安

　輸した通信を確保しておくことが船舶の安全運航にも有効である、，

　　航行衛星システムによれぽ、衛星を介して船舶、航空機から反射

　してくる測距信号を処理することにより、大洋中におけるこれら多

　数の船舶・航空機の位置決定をきわめて短時間に陸上において行な

　うことができ・上記の地上からの常時監視という目的を十分に達す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　繕
　ることができる。また、この衛星を通じて陸上と船舶、航空機との

　問に航行業務に直結した特殊通信（航行管制や気象、海象データの

　伝送等）も安定た行なうことが可能となり、航行の安全はより確実な

　なものとなる、，

②　船上および航空機上で、それ自身の位置を求めるためには、在来

　のロラン・デッカなどのほか、近く実現を見る予定の超長波利用の

　航行援助システム（オメガなど）があり、また航空機に対してはド

　ップラー航法・慣用航法等の自律航法装置があるが、これらは地上

　からの監視と特殊通信の機能をもっていないし、アメリカ海軍の航

行鯉（いわゆるトラン繊塵）システムも・や即船舶勲伊

　は航空機が自分の位置を知る機能しかもっていない。

　　このような観点から、アメリカは監視と特殊通信の両機能を主業

　務とした航行衛星システムの開発研究を開始している。イギリス、

　ワランスなどにおいても・同様な航行衛星システムの開発に多大の，

　関心をもつており、とくにフラシスは同システムの開発の構想を明

　らかにしている。また国際民間航空機関（ICAO）、政府間海事

協議機関（IMCO）等の国際機関においても、航行衛星の利用分

　　　　　　　　　　　　一22一
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　野と技術的問題について検討を進めて、・る・　　　　i

（3）　したがって、地上よりの監視および特殊通信を主業務とする航行

　　衛星システムが、近い将来、わが国でも必要となることは確実であ

　　り、そのシステムに航行援助用としての業務を併せもたせることは

　　システム利用の面からも有効である。とくにわが国は、海空の交通

　　に対する地理的条件から見ても、また漁船および一般小型船を含め

　　た利用者の絶対数が多いことから見てもこ航行衛星の必要度の高い

　　国の一つであり、また漁船を主たる対象の一つとするなどの特殊な

　　事情もある。さらに国際的にも、当面各国の自主的な開発努力が期

　　待されていることにかんがみ、わが国において独自の航行衛星を開

　　発する意義は大きい。

6　測地衛星

（1）遠く海を隔てた離島の位置については、従来これを正確シこ測る方

　　法がなく、時には曾・メート・レ1ヌ上におよぶ誤釜があるものと推

　　定されている。人工衛星を利用すれば陸上におげる三角測量に匹敵

　　ないしはこれをしのぐ精度で、その位置を定めることができる。ま

　　た、現在の一等三角網よりも長大な辺をもつ零等三角網を確立する

　　ことによって、在来の一等三角網を精密化することが可能となる・

　　　さ旅漣続観灘よる地殻の水平騨嚥出により・大陸移動

　　の検証、地震予知などに役立つことが期待される・

　　　既存の外国の測地衛星は、世界的な規模における広域の測地を主

　　燭目的としており、わ姻のよ狸比較醐部的な測地には必ず

　　しも適したものではない。したがって、わが国としては・わが国の

　　おかれている地理的環境を考慮し、より低高度かつ精度の高いシス
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　　　テムを開発し、とれを利用して測地を行なう必要がある。

　　②　また、世界的に衛星測地が利用されれば、これまでばらばらであった

　　　つた世界の測地網が結合され、世界的に統一された正確な地図およ

　　　び海図の作成が可能となる。なお、これにより正確な地球の大きさ、

　　　形状がわかり、衛星軌道の解析を通じて、地球の力学的性質を知る

　　　ことができるが、これは天文学や地球物理学においてはもちろんの

　　　こと今後の宇宙科学の発展にとっても極めて重要なことである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　締
　　　　この世界的に統一された地図をつくるという衛星測地の究極の目

　　　的を達成するためには、わが国は進んで測地衛星を打ち上げ、国際

　　　的な測地に協力し℃ゆく必要がある。

　　（3＞なお、現在検討中の測地衛星は、諸外国の衛星に比べてその開発

　　　が比較的容易であり、衛星、地上機器ともきわめて安価である。

第5節　ロケット開発の必要性

　丁　前述のように、わが岡においては今後10年程度の間に各種の人工

　　衛星を打ち上げることになるものと考えられるが、これらの各種人工

　　衛星の軌道および重量からみると、すでにわが国において開発が進め

　　られているM、Qおよび今後開発を行なうNの一系列のヴケットを完
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　爵

　　成することによって、その大部分のものを打ち上げることができるもの

　　のと考えられる。すなわち、Mロケットにより科学衛星を、　Qロケッ

　　1トにより電離層観測衛星、測地観等の中高麟星を、また勘ケッ

　　トにより実験用通信衛星、気象衛星、航行衛皇尋の静止奪たは同期衛

　　星を打ち上げることが可能となるものと考えられる。

　2　わが国が人工衛星の開発および利用を行なうにあたり、このような

　　ロケットを開発することは、わが国宇宙開発の自主性を保持し、その

隔24一
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円滑な遂行を可能ならしめるものである。

　　また、これらのロケットを開発することは・将辛大型の通信衛星等

の大重量の人工衛星を打ち上げる必要が生じた場合、賛即ケットより

一・ w大型のμケットを開発する技術的基礎となるものである。

　　さらに、入獄衛星打上げ用ロケットの開発は、先導的な：技術開発で

あって、わが国の技術水準の向上にきわめて大きな効果を及ぼすもの

である。たとえばρケットの開発には、超高温に耐える材料に関する

技術、きわめて高精度の誘導制御技術、軽蟄かっ小型の電子機器・電

源等に関する技術の開発が必要となる。このような高度の技術を開発す

することにより一般技術水準は格段の向上をみると考えられる。加う

　るに、自らのロケットによる人工衛星の打上げ能力をもっことによっ

　て、宇宙開発に関する国際的発言力ははじめて十分な裏付けをもつも

　のである。

ろ　これらロケットの開発を行なうに必要：な技術的基盤については、わ

　が国は電子技術、材料技術等の一般技術においてはすでにかなりの水

準に達しているとともに、過去十年余にわたる固体ロケ7トの開発の

　実績を有し、また、最近においては、液体ロケット・誘導制御技術等

　の研究開発もかなりの進歩をみせている。このような現状から・これ

　らロケットの開発は十分に可能であると考えられる・

　　ロケットの開発には多額の経費が必要となるが、わが国の場合一系

　列のロケットにより前述のように多数の人工衛星を打ち上げ・多彩な

　宇宙活動を行なうことが考えられごそれによって得られる経済的社会

　的効果、前述の技術水準の向上その他の効果塗あわせ考慮すれば・こ

　の際これまでの技術を基礎として静止衛星の打上げ能力を確立しうる

　　　　　　　　　　　　　一25一
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　ようロケットの開発を本格的に推進すべきであると考えられる・

4　現在、宇宙開発を推進している米・ソはもとより、イギリス・フラ

　ンス、ドイツ等の諸国はロケットの開発を積極的に推進しており、わ

　が国としても、これらの諸国に伍して、国際協力に留意しつつ、国力

　にふさわしい計画をもって、人工衛星のみならず、こμを打ち上げる

　ためのロケットの開発を早急に進める必要がある。

醗

爵
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第ろ章　宇宙開発計の概要

　本計画に知いては、今後10年程度のわが国の宇宙開発を展望しつつ、

　昭和44年度から向う5～6ケ年程度の間に：おける人工衛星澄よび人工衛

　星打上げ用ロケヅトの開発ならびに人工衛星の打上げおよび追跡に関する

基本的な計画を定めた。

　　すなわち、各論第1章「開発計画」に於いては、人工衛星診よびその打

上げ用ロケットの開発については科学衛星、基礎実歳衛星、電離層観測衛星澄

　よび実験：用静止通信衛星ならびにM、Q診よびNの各ロケットの開発計画

　を、また、施設についてはこれらの人工衛星知よびロケットの開発、打上

　げ診よび追送等に：必要な施設の整備計画を述べた。しかし、実軍衛星のう

ち、気象鯉、航行旧規び測地鯉につ縦は、掌るだ騨騨打
　上げを行なうどととするが、その開発、．打上げの計画の決定は昭和45年

　度以降に行なづこととしたため、本計画では、当面行なうべき研究の計画

　を述べるにとどめた。

　　第2章「開発体制の整備」に誇いては、この計画を遂行するに必要なる
￥

　開発体制整備の方策について述べ、第ろ章「宇宙開発の促進に必要な膨面・

　策」に知いては、今後のわが国の宇宙開発を自主的に進めていくために必

　要な人材の養成、情報流通の促進、先行研究および関連研究の推進、、国際

　協力の推填普及啓発その他の重要事項に関する方策について述べた。

　　しか・しながら、わが国の宇宙開発は未だ初期の段階三二り、現時点に：卜い

　いては詳細には定め得なかった部分もあり、また、今後新たな計爾を追加

　することが必要となることも予想されるみで、・加計爾については毎年その

　見直しを行ない、研究診よび開発の進捗状況等に庵じ、必要な修正を加え、

　その時点におけるもっとも適切な計画を定めて行くこととする。

　第4節　人工衛星等の開発計画策定の基本的考え方

　　｛　前述のように、科学衛星、電離層観測衛星、通信衛星、気象衛星、

　　　航行衛星澄よび測地衛星は、それぞれおが国として開発を行なう必要
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　　があり、その結果得られる利益もまたきわめて大なるものがあると認

　　められる。

’　　しかしながら、今回り計画は、わが国士本格功な宇宙開発に取り組

　　む第／期の計画ともいうべきものであり、宇宙開発に関する世界の動

　　向ならびにわが国における研究および開発の進展の状況からみて．本

　　計画の期間内における人工衛星およびロケットの開発、打上げはでき

　　るだけ重点的にこれを行なうこととし、わが国にふさわしい計画とす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎
　　る必要がある。

　2　このような観点から、各衛星について検討するに、科学衛星は、わ

　　が国においてもっとも早くから開発が進められてきたものであり、す

　　でにその第1号衛星は・打上げを待つぽかりの段階にある億か、第2

　　号以降の衛星も開発がかなり進められている状況にあることおよび先

　　進諸国の状況にもみられる如く科学衛星の打上げが宇宙科学の研究に

　　とって重要な意義を有することを考慮し、これまでの開発を引き続き

　『推進する必要がある。

　　　電離層観測衛星はぐすでに開庭漆進展し．、専意45年藻かちはプロ

　　トタイプの製作に入ρていることおよび電離層観測衛星による観測が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　麿

　　短波通信の予報警報に重要なものであることにかんがみ実用の分野に

　　おける第1号衛畢として早急確開発を進める必要がある。

　　　その他実用の分野における人工衛星については、国際的な実用衛星

　　の開発および利用ρ状況・国内における研究の進捗状況および各種実

　　用衛星シス弘において静止鯉あるい壱綱期衛星の使用力黙座であ

　　ることやんがみ・，本計醐齢鯵いて1ま三三騰止縮鯉の

　　開発、打上げを目標とすべきである。

　　　　　　　　　　　　　　一28一
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　気象、航行および測地の各説曜艇ついては、できるだけ早期に

打上げを行なうこととするが、これらの利用システム等については現

在国連の専門機関等において検討が進められている段階にあるものも

あるので、その具体的な開発、打上げの計画の決定は、これらの国際

的な検討の進展に留意しつつ、昭和45年度以降において行なうこと

とし、当面は、システム、搭載機器および利用技術の研究および開発

を進めるとともに、国際共同研究および開発の可能性についても積極

的に検討を行なうことが必要である。

　なおく資源探査衛星および生物衛星についても、現在これが国際的

に注目されており、先進諸国においても研究が行なわれていることに

かんがみ、わが国においても早急に調査研究を開始することが必要で

ある。

　これらを打ち上げるための麺ケットについては、科学衛星打上げ用

のMロケットは、その開発がかなり進捗しているが、その信頼性が得

られるまでは引き続き開発を進める必要がある。電離層観測衛星・実

験用静止通信衛星をはじめとする各種衛星を打ち上げるためには・さ

らに大型かつ高性能のロケットを開発する必要があるので、戸ケット

全般に誘導制御を備え、かつ、液体ロケヅトを組み込んだQロケット

　およびNロケットの開発を早急に進める必要：がある。

5　したがって、現段階において：は、本計画の重点を次に置くものどする。

（1）　Mロケットおよび科学衛星の開発を進め・Mロケソトにより科学

　　衛星の打上げを行なうこと。

（2＞Q’Bケット、醇ケットおよび基礎実験鯉を開発して青煮鯉

　　の打上げ能力を確立すること。
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争　1

　　（3）電離層観測衛星および実験用静止通信衛星を開発して、それぞれ

　　　QロケットおよびNロケットにより打ち上げること。

　　（4）気象、航行および測地の各衛星を打ち上げるためのシステム、搭

　　　載機器および利用技術の研究および開発を行ない・必要に応じて搭

　　　載機器を基礎実験衛星に組み込んで実験を行なうこと。

第2節　人エ衛星等の開発計画

1人工縫の醗　　　　、　　．　　岬
　　（D科学衛星

　　　　天体放射線の観測をはじめとする各種の科学観測を行なうため、

　　　昭和48年度までを．目標に、第2号から第6号までの科学衛星を開

　　　発する。

　　②　基礎実験衛星

　　　　電離層観測衛星および実験用静止通信衛星の打上げの予備実験を

　　　行ない、。ケットの能力の確認搭載機器の信頼性の確認姿勢制

　　　御実験、静止軌道導入実験等を実施するため、基礎実験衛星を順次

　　　開発する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、爵

　　（3）　電離層観測衛星

　　　　電波予報・警報の業務に資するため、電離層の臨界周波数の世界

　　　的分布等を定常的に観測する電離麟観測衛星を昭和46年度を目標

　　　に隔発する。

　　（4）実験用静止通信衛星

　　　　瀞止衛星を利用して準ミリ波帯、ミ’り波帯等の周波数を用いた通

　　　信実験、電波星ばん特性の訥査等1を行なうためご実鹸用静止通信衛

　　　　　　　　　　　　　　一50一
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　星を昭和48年度を目標に開発する。

㈲　その他の人エ衛星，

　　　気象衛星、航行衛星および測地衛星については・できるだけ早期

　　に打ち上げることを目標に当面はシステム、搭載機器の研究および

　　開発をすすめる。

2　人工衛星打上げ用ロケットの開発

　（1）　Mロケット

　　　Mロケットは全段固体の4段式・ケットとし・昭和44年度以

　　醐剛下の科学鰍騨∫吐研発rとをr標醐発を進め’

漸次鰍に2次聯鞍置鮒加し講御難化1推糠の改
　　臨画な欝により、出ットの信轍の向上回り・昭梱8年

　　度を目標に重最約50k2の衛星を近地点約500㎞・遠地点約

　　5aoOO㎞の長楕円軌道に打ち上げることができるまで・その性

　　能を向上させる。

　（2＞　Qロケット

　　　Q。ヶ必は実論点の打上げに必要となる正確な誘導制御等の

　　技術を確立するために開発するものであり・1・2段および4段目

　　燗体、蝦自廠体糠を用・・、鍛に講制働行なう蝦式

　　Pケットとし、韓約85kgの鯉を蔽約t900㎞の騨道に・

　　また重量約50k2の衛星を静止軌道に打ち上げる能力を有するもの

　　とする。

　　　これまでに進められてきた概念設計に基づき・三段ロケットエン

　　ジソ、誘導制御装置等の試作、各種の性能確認試験等を十分に行な・

　　うととも1にしS－C、JCR等の小型μケットの打上げによって・

　　　　　　　　　　　　　　一ろ1一



　　システへ部品の性能確認実験を行ないなカミら遜本設計、細部設

　　計および・ケットの製作を進める。さらに地上総合試験用出ケット

　　による各種地上試験、基礎実験衛星の打上げ実験等を行なった後、

　　昭和4’7年度を目標に電離層観測衛星を打ち上げる、，

　（3）　Nμケット

　　　N・ケットは語誌衛星打上げ用・ケットでありごQ。ケットの

　　開発により得られたロケット。エンジン、誘導制御等に関する技術

　　を基礎に開発する4段式ロケットとし、重量約100キログラムの

　　静止衛星を打ち上げる能力を有するもみとする。Nロケットの影藤

　　は・昭和48年度を目標とするQ・ケットによる小型の静止基礎実

　　験衛星の打上げ実験を経て、昭和49年度に実験用静止通信衛星を打

　　ち上げることを目標に開発を進める。

ろ　施設の整備

（1）油壷衛星およびロケットの開発に必要な試験施設

　④　基礎実験衛星、電離層観測衛星および実験用静止通信衛星の開

　　　発のため、大型熱真跡環境試験装置をはじめとナる各種の試験装

　　　置を整備する、，

　　　科学衛星の開発めため、既設の試験施設に加えて衛星に搭載す

　　　る観測用生魚の各種試験施設を整備する。

　1ロ）　Qロケットの開発のため、ロケットエンジンの燃焼試験装置を

　　　はじめとする各種の試験装置を整備し、Nロケットの開発のため、

　　　ロケットエンジン機蕪等の大型化、高性能化等のために必要な施

　　設の増設、整備を行なう。

　　　　また、Mロケットの信頼性の向上に必要な試験施設の充実、整
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　　　備を行なう。

　　の　宇宙開発事業団において開発に必要な試験施設の整備を行なう

　　　　にあたっては、大型熱真空試験装置をはじめとする大型の装置、

　　　各種の機器に共通して使用しうる機器等を集中的に設置し、管理、

　　　データ処理等を効率的に行なっていくものとし、関係研究閥発機

　　　関の共用に供しうるよう配慮するものとする。

　（2）人工衛星およびμケットの打上げ施設

　　　実用分野の衛星および・ケットの打上げ用としては、種子島宇宙

　　センターに、免ロケット関係の射点糸諸装置、中央指令系、レーダ

　　　。テレメータ系、光学観測系等の施設を整傭する。また・Kロケッ

　　　ト関係の施設として：射点系諸装置を新設するほか、中央指令系・レ

　　　ーダ・テレメ～タ系等の施設を増設する、，

　　　　科学研究分野の衛星および沼ケットの打上げ用としては・東京大

　　　学鹿児島宇宙空間観測所内の既設の諸施設を充実するとともに制御

　　　系の施設を整備する。

　（3）人工衛星の追跡等に必要な施設

　　　　実験用静止通信衛星郷号以降の科学衛星等の追跡を行なうため・

　　　距離および距離変化率測定方式（R＆照方式）等の追跡施設を整

　　　回し、また、追跡ネットワークの中枢施設となり、衛星の運用・管

　　　理およびデータ取得の業務のうち一元的に実施することが適当と認

　　　められる業務を行なうための施設を整備する・

　　　　また、科学衛星のデータ取得、制御等に必要な施設を充実・整備

　　　する。

第5節　開発体制の整備

一55一



づ・　米ソをはじめとする宇宙先進諸国においては、宇宙開発を強力かつ

　効率的に推進するため・それぞれ一元的な開発体制の整備を進めている。

　　わが国においても、開発体制の一元化を図るため、昨年、宇宙開発

　委員会が設立され、また本年10月には開発の中核機関として、宇宙

　開発事業団が設立された。

2　わが国の宇宙開発をより一禰総合的かっ計画的に推進するためには、

宇宙開発委員会の機能を強化するほか、その事務を的確に処理し、必

要な行政事務を遺漏なく遂行するため所要の機構を整備強化する。　　伊

　　また、新設の宇宙開発事業団については関係機関からの要請に十分

　に応えうるよう同事業団の技術能力を高め、その機構の強化充実に努

める。さらに以下に記すとおり関係各機関の役割を明確にし、その役

割に応じ、相互の協力を維持しつつ、それぞれの体制を整備していく

　ごとが必要である，，

（D　人工衛星および人工衛星打上げ用ロケットの開発、人工衛星の打

　　上げ、人工衛星の軌道決定および予報のための追跡は宇宙開発事．業

　　団が行なう，，

　　　ただし、東京大学宇宙航空研究所において進められている科学衛

　　星打ち上げ用Mロケットの開発ぼ、・同ロケットの信頼性が得られる

　　段階までは、同研究所が引き続き行なうこととし、科学衛星の開発　伊

　　については、宇宙科学研究に密接に関連して開発されることにかん

　　がみ・原則として同研究所に輝いて行なうこととする。

②　人工備星の研究¢ついて嫁・利用機関がそれぞれ利用の実態をふ

　　まえて研究を進めることとする。

　　　宇宙開発に関係のある国立試験研究機関は、それぞれの所掌に応

　　じて宇宙開発に参加協力することとし、大学においては、宇宙開発

　　に関し、巾広く研究が行なわれることを期待する。

　　　’また、民聞企業に対しては、各々の技術基盤の確立、向上を図る

　　　　　　　　　　　　　一34一一
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　　　ことにより、国のプロジェクトに積極的に参加協力することを期待

　　　する。

第4節　宇宙開発の促進に必要な諸施策

　1　人材養成

　　　わが国における宇宙開発に必要な科学技術者は、質燈とも不十分で’

　　あり、開発が本格化するに伴い、必要とされる宇宙関係科学技術者数

　　はますます増大する。とりわけ、体系工学、信頼性工学、誘導制御工

　　学などの宇宙開発に密接に関係する新しい分野においては必要とされ

　　る科学技術者数は一層大きな：ものがある、、今後開発計画を的確に遂行

　　するためには、早急に多数の優秀な宇宙関係科学技術者を確保するこ

　　とが必要である。

　　　人材養成の方策としては、大学における専門教育の拡充とならんで・

　　既存の科学技術者の再教育に重点を置いて進める必要てある・

　　　すなわち、大学における専門教育については、大学学部の基礎教育

　　を強化するほか、大学院における専攻課程を充実させる必要がある。

　　また、既存の科学技術者の再教育については、既存の宇宙関係科学技

　　術者の資質の向上あるいは他の分野の科学技術者の宇密分野への転向

　　を促すことを目的として、海外留学生制度および国内研修制度を充実

　　強化する必要がある。

　2　情報流通の促進　　　　　　　　、　　ド　　　　　　　　華

　　　宇宙開発の分野においては、関連する科学技術の分野が広く・また

　　進歩がきわめて速いので、その技術情報量は急速に増大している。こ

　　のため情報の適切な処理と有効な利用をはかることが研究および開発

　　嘩効率的に推進翁盗うえにきわめて重要である。

　　　従来わが国の宇宙開発分野における情報流通機能はきわめて不十分

　　な状態にあるので、情報の収集、処理、サービス：等の機能の充実をは

　　かることがとくに必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　一一55一　．
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　　なお、宇宙開発に伴う技術的波及効果は大きくかつ多方面にわたる

　ことが予想されるので、その成果の普及利用のために努める必要がある。

5　先行研究および関連研究の推進

　　宇宙開発に関し、将来、わが国がより高度かつ独創的な蒸発プロジ

　ェクトを計画し、これを自主技術によって推進するためには、その基

盤となる技術を早期に確立する必要がある。このため、将来の人工衛

　星の高性能化、多様化、人工衛墨打上げ用ロケットの高性能化、大型

鱒磯物対処して蝦な磯磁力に行なう鹸下る・．

　　また、宇宙開発には広範な分野の技術水準の向上が必要であり、そ

　のためとくに特に電子技術、低温技術、真空技術等の宇宙関連技術の

　巾広い研究が必要である。これらの研究は多くの研究機関により分担

　して進められなけれぽならないが、その推進にあたっては相潅の有機

　鮒連携のもとに総合的かつ計画的に行なう必要がある。

4　国際協力の推進

　　わが国が宇宙開発を進めるにあたっては、宇宙開発の効率的な推進

．をはかるとともに国際的な友好を促進する見地から・国際協力を積極

的に行なう必要がある・このため・宇宙先進国の技術の吸収に努める

　とともk、国際機関の活動およさ三際共同観測事業に積極的に参加し、

　また、人工衛星の追跡の分野での国際協力を進めることが必要である。

・さらにわが国においては従来あまり行なわれていなかった外国との共

　同研究および共同開発について検討を進めることが必要である。

5　着及啓発1

　　宇宙開発の円滑な推進を嫁かるためには、国民の十分な理鯛を得な

　ければならないので、宇宙開発の全般にわたって総合的に普及啓発活

　動を行なう。．また、民間団体等において一層活発な活動が行なわれる

　ζ．とを：柳符する。．

6　その他の重要事項

　　わが国の宇宙開発を円滑に遂行するため、上述の諸施策のほか、打

　止げ場を中心とした開発環境の整備、安全に関する基準に係る試験研

　究の推進および使用材料、離品等の試験、検定等に関する適正な基準の

　確立を行なう必要がある。一ろ6一

ρ
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　　　　　　　　第・2部各・「論

第肇章人工衛星等の開発計画

　第1節　人工衛星の臨発計画　　　　　　1　　，　　、　　・　、

　　　人工衛星開発計画の概要は、衛星利用の将来展望〉わが国の技術水準

　　の現状等を考慮したうえ、次のとおり．とする。

　科学衛星については、既に製作ずみの第1号科学衛星に引き続き、昭

和48年までに第2号から第6，号までの科学衛星を逐次打ち上げること

を目標に開発を進める。

　実用衛星については、その第1号として電離層観測衛星を昭和47年

度に、実験用静止通信衛星を昭和49年度にそれぞれ打ち上げることを

∴目標に開発を行なう。

　、1気象、・航行およ．び測地の各衛星については、具体的塗開発および打ち

上げ計画の決定は昭和45年度以降に行なうこととし、当面はこれらの

シ入テム、搭載機器および利用技術の研究および開発を行塗う。

　1．科学衛星

　　（1）　目的および概要

9④　第1号科学衛星

　①　目　的；

　　　従来わが囲で地上観測や気球観測および鐸ケット観測ですぐ

　　れた実績をあげてきた分野について、その全地球にわたる状態

　　　緯び騨問の変動を把握するため・鷹轟蠣・（P）宇宙線8

　　短波帯太賜雑音の観測を行塗う。

　②衛畢の極要；

　　　　形状は直径75㎝の球に内接する26面体、総重量約75㎏

　　　　　　　　　　　　一37一
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　　とし、軌道は近地点高度5σ0㎞、遠地点高度2，500㎞、軌

　　道傾斜角約ろ0。の楕円軌道とする。姿勢制御はスピン安定制

　　御方式を用いる。

（ロ）第2号科学衛星（R逸XS：Badlo　Exploratlon　Satelhte＞

　①　目　的；

　　　電離層および磁気圏内における地球大気の諸性質ならびにそ

　　こに発生している電磁波動現象を究明するため、ωプラズマ波、

　　（ロ〉プラズマ密度、←→電子粒子線、←〉電磁波、困地磁気の観測を

　　行なう。

　②　衛星の概要3

　　　形状は直径75伽、高さ68㎝．の8角柱体、総重量約7・5貯

　　とし、軌道は近地点高度500㎞、遠地点高度5．000㎞、軌

　　道傾斜角約ろ0◇の楕円軌道とする。姿勢制御はスピン安定制

　　御方式を用いる。

←→　第5号科学衛星（SRA田S：S・la「Ra虚atlon　and　The「一

　mospheric　Structure　Satellite）

　①　目　的；

　　　太陽輻射線と大気構造との関係を究明するため、㈹太陽軟X

　　線、（ロ）太陽真空紫外放射線、㈲紫外地球コロナ輝線、←〉プラズ

　　マ、困中間紫外放射線の観測を行なう6

　②　衛星の概要；

　　　形状は直径75㎝、高さ65伽の・円筒に内接する8角柱体、

　　総重量約90kgとし、軌道は近地点高度250㎞、遠地点高度

　　2，000㎞、軌道傾斜角約50。の楕円軌道とする。姿勢制御、

　　　　　　　　　　　一58一
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　　方式としてスピン安牢制御のほかにスピン軸方向ならびにスピ

　　ン数の変更、安定制御のための地磁気利用姿勢制御耀を徹

　　る。

←｝第4号科学衛星（CORSA：C・sm重cRadiati。n　SateUi－

　te）

　①　目　的；

　　　天体から放射される各種放射線により銀河系の構造・惑星間

　　空聞の電磁気的性質を究明するため、ω宇宙X線、回宇宙γ線

　　㈲宇宙α粒子、←）宇宙線重粒子の観測を行なう。

　②衛星の概要3’

　　　形状は直径75㎝、高さ60㎝の円筒に内接する8角柱体・

　　総重量約gokgとする。軌道を零、高度5．00㎞・軌道傾斜角約

　　50●の略円軌道とする。

　　　姿勢制御方式は第3号科学衛星とほ父同じ方式とする・

困第5号科学鯉（EX・S－A：E…ph・・eS…m・・劇A）

　①　目　的；

　　　高緯度地域の超高層における電離層オーβラ現象等の地球電

　　磁気学的現象を究明するため、仔）電子密度および温度・（ロ）電子

　　のエネルギー分布、←→オーロラ粒子、（→プラズマ波、困イオン

　　組成、8光学観測ρ観測を行なう。

　②衛畢の概要；

　　　彪状臆径75砿高さ75㎝の陥形・総聾約70㎏で

　　　あり、軌道は近地点高度500㎞、遠地点高度5000㎞、軌

　　　道傾斜角50．～70’の準極軌道とする。

　　　　　　　　　　　　一59一
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　8　第6号科学衛星（EXO＄一B：Exosphere　Sateni重e－B）

　　①　目　的；

　　　　磁気圏域プラズマ’中の粒子および電磁波動の諸性質を究明す

　　　るため、ω電子密度およびエネルギー分布、｛ロ）プ』トンの密度

　　　およびエネルギー分布、←・）プラズマ波の観測を行なう。

　　②衛星の概要；　　　　　　　　　　　　　　　・1
　　　　拡形状につ三三二三であるが総記約5瞭し軌ダ！◎

　　　道は近地点高度600㎞、遠地点高度50；00℃癌、軌道傾斜

　　　角約50。の長楕円軌道とする。

（2）開発スケジュール　　　　　　　　　　　　　し

　ω　第1号科学衛星は、フライトタイプをすでに完成レ（おり、昭

　　和44年度にM－4Spケットにより打ち上げる。

　（・｝第2号科学衛星は、現在製作中4）フライト．タイプを昭和44年

　　度に完成させ、各種性能試験を行なったうえ、昭和4’5年度にM

　　－4Sロケットにより打ち上げる，，

　8　第5号科学衛星は、昭和44年度からフライト汐イブの製作に

　’着手しているが、昭和45年度にその完成をまって二種性能試験　　ρ

　　を行なったうえ、昭和46年度を目糠にM一一4SC爵ケットによ

　　り打ち上げる。

　←）第4号から第6号にいたる科学衛星にりいては1昭和48年度

　　までに逐次打ち上げることを目標として、観測目的に応じた衛星

　　の構造、搭載機器、情報伝送系等についての研究を行なったうえ、

　　プロトタイプ、フライトタイプの闘発を進めていくこととする。

　　　なお、第4号はM－4SC、第5号はM－4SH、第6号はM

　　　　　　　　　　　　－40一

　　　一4SSロケットにより、それぞれ打ち上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
2。基礎実験衛星

①1目・的

　　人工衛星およびロケットに関し、次の評価および実験を行なう。

　（1）　ロケットの打上げ能力の確認および打上げ技術の総合評価

　　②　衛星のサブシステム、・材料、部晶等の試験及び信頼性の評価

　（3）　追跡網の機能の総合評価

　　（4）姿勢制御、温度制御等各種人工衛星に共通する技術の実験

②　衛星の概要；

　　　第1号基礎実験衛星は、形状、重量等は、電離層観測衛星に準じ、

　　姿勢検知装置、・アレメータ装置等を搭載し、軌道傾斜角約50．の

　　円軌道に打ち上げるものとする。

　　　第2号基礎実験衛星は、重墨、・軌道等を第1号基礎架験御星と同

　　様のものとするが、衛星の姿勢制御実験ならびに通信衛星用、航行

　　衛星用または気象衛星用の機器の機能試験ができるものとする。

　　　：第5号基礎実験衛星は、軌道傾斜角約ろOP，の同期衛星軌道に打

　　ち上げ、姿勢制御、軌道変換、軌道修正実験等を行なうものとする・

　　　第4号基礎実験衛星は、静止衛星打上げ実験用のものとする。

　③開発のスケジヰール3

　　　：第1号基礎実験衛星は電離層観測衛星の打上げに：先だちQロケッ

　　トにより打ち上げる。

　　　鎗2号から第4号までの基礎実験衛星については、逐次前の基礎

　　実験衛星の経験を反映しつつ設計、製作および試験を進め、昭和

　　　　年度までを目標に順次Qロケッレにより打ち卑げる。

　　　　　　　　　　　　　一4t←
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ろ．　電離層観測衛星

①　目　的；

　　　電離層の電離状態、電離層上部の環：境および空電に伴なう電波雑

　音についての世界的分布を知ることを目的として次のような項目の

　観測を行なう。

　（1＞電離層の臨界周波数の世界的分布の観測

　②　電波雑音源の世界的分布の観測　　　　　　　　　　　　　　締

　（3）電離層上部領域のプラズマ特性の測定

　（4）電離層上部領域の正イオン密度の測定

②　衛星の概要；

　　形状は円筒あるいは、多面体、総重量85k2以下、軌道は高度

　　1，000㎞、軌道傾斜角約70。の円軌道とする。姿勢角検出には

　地磁気センサ、太陽センサ及び地球センサを備え、姿勢の安定はス

　　ピン方式による。

　　また、前述した4項目の観測には、衛星の電源の過負荷および観

　測機器相互閥の干渉妨害を避けるため、時閥分割で観測する方式を

　用いる。衛星の周期は穏5分で、鹿島地球局（茨城県）での衛星8

　可視時間は平均10分程度である。観測情報は、衛星に搭載されて

　いるテープレコーダーに一旦蓄積され、可視時間の約5分間内に高

　速度でテレメータ伝送される。

③開発スケジ轟一ル3．

　　昭和45年度より電離層観測衛星のプロトタイプの開奔に着手し

　た・昭和44年度以降プロトタイプの開発を引き続き行なったのち

　認定試験を行なう。

　　　　　　　　　　　　　一442一
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　　　ついで昭和46狂度を目標にフライトタイプを製作し、受入れ試

　　験を完了したのち、昭和47住度を目標にQロケットにより打ち上げる。

4．実験用静止通信衛星

①’目　的；

　　　樺宰用化され樋信醒・ま煙その働放送用鯉の醗『

　聯鉢る罐の技徹確立するこ雌目白勺とするもので・躰的

　　頓は濫

　　α）UHF帯、　SHF帯、準ミリ波帯肺よびミリ波帯の周波数を用

　　　いた通信実験および電波伝ばん特性の調査

　　②　衛星の軌道変換および姿勢制御技術の確立

　　（3）静止衛星の設計、製作技術の確立

　　に重点を置≦こととする・

　②　衛星の概要；

　　　形状は直径約1．4矯の円筒型で、、総重量約嘆00k乳スピン安定

　　方式の静止軌道型の衛星である。搭載機器として、UHF、SHF、

　　準ミリ波およびミリ波帯周波数の中継器を適当に組み合せて搭載し

　　太陽電池およびニッケル、カドエウム蓄電池を搭載するものとする・

　③開発スケジュール3

　　　実験用静止通信衛星の開発は、昭和42年産以来行なわれており、

　　すでにデスパンアンテナの試作研究炉行なわれている。

　　　昭和44年度以降、前年度に引き続きUHF帯、SH：F帯、準ミ

　　鍛融よびミ職二三申継欝の搭轍暑暑の研辮よび開鍛

　　行ない、引き続きプロトタイプおよびフライトタイプの開発に着手

　　して昭和48血三度を目標に設計製作詮よび各種試鹸を行ない、昭和

　　　　　　　　　　　　　一45一
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　　49油壷を目標にNロケットにより打ち上げる。

5．　その他の人工衛星の研究計画

　気象、航行、測地の各衛星については次により搭載機器等の研究お

　よび開発を進めることとする。

（D・気象衛星

　　気象衛星には、地球大気の各種熱放射観測と雲をはじめとした地

　　球表面の写真観測を行ない、取得した資料を地上局に伝送する気象

　　衛星1型と、あらかじめ放流された気象観測用の大気圏浮遊ゾンデ、

　海上ブイなどの観測した資料を回収して、地上局に伝送する気象衛

　　星H型とがあり、これらについて次のとおり研究および開発を進め

　　る◎

　ω　気象衛星1型

　　　大気の熱放射観測用測器としては、赤外放射計および赤外分光

　　　計の研究が必要である、、赤外放射計のうち、地表および雲頂温度

　　　測定用の窓領域赤外放射計についてはこれまでに基礎研究が終了

　　　しているので、昭和44年度から衛星搭載用モデルの研究に着手

　　　し、つづいてアルベドー測定用赤外放射計および大気放射測定用

　　　赤外放射計の研究を行ない、その成果に基づき衛星搭載用モデル

　　　の研究に進むこととする。また、分光計にういてはまず従来に引

　　　き続き赤外分光検定装置め研究を＝進め、・ひきつづき温度、湿度お

　　　よびオゾシの垂直分布測定用各種分光計め衛星搭載用モデルの研

　　　究に進むことどする。

　　　・衛星搭載用カメラについては、昭和46年度以降研究をはじめ

　　　ることとする。

　　　　　　　　　　　　　一44一
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　　　上記繊器は、術星搭載用モデルで環境テストを行ない、気球

　　テス痔℃信頼性を確かめたのち衛尉答載用のフライトタイプに

　　まとめる
　　　　　　○

　　　また、気象罐理のシステム・デづ取得等の研黙よぴ搭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　載機器の環境テストも予備調査を行なったのち実施する。

　（ロ）気象衛星丑型

　　　気象観測用大気圏浮遊ゾンデについ、ては、昭秘44年度から耐

　　圧気球の研究に着手し、ひきつづき、気球搭載用計器の研究に進

　　むもみとする。

　　　気象衛星豆型のシステムおよびテレメトリーについては、昭和

　　44年度から気球位置決定方式の研究に着手し、ひきつづき気球

　　の呼出応答、測距の総合テストを行なう。

（2）　航行衛星

　　わが国で考えられている航行衛星システムとしては、①　2個の

　同瑚衛星と移動体との間の距離を測定するシステム、②5個の同

購皇を用い各2個の衛星と移動体とのほ肋距離の差を測定するシ

　ステム、③1個の向期衛星を用いその衛星から移動体までの距離

　と方位とを同時に測定するジステムの3っ寮ある。これらを総合的

　に検討して最適システムを決定するため、システム研究およびシス

　テム設計を従来に引き解き行なう。

　　搭載機器である測距ヂランスポソダに関しては、昭和42年度か

　ら研究が進められ、初方式についておおむね成案が得られており、

　昭和44年度においてはこのトラソスポンダーをデ甑タ伝送に併用

　するための研究を行濾ゲといる。昭和4亀5年度以降は、このトラン

　　　　　　　　　　　　一45一
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　スポンダの小型高性能化の研究を進め、プロトタイプ、フライトタ

　イプの開発を行なったのち、基礎実験衛星に搭載し性能確認のため

　の実験を行なう。

　　衛星搭載用アンテナについては昭和45年度以降本格的に研究を

　行なう、、

　　利用者機器については、昭和44年度から船舶用アンアナの研究

　を行ない、引き続き航空機用アンアナおよび航法機器の研究を行な

　う。

　　地上局機器についても・システム実験用として必要：な研究を進め

　る。

　　さらに上記各研究と併行して航行衛星自体のシステム、テレメト

　リ～、コマンド等の研究を行な：うこととする。

（3）測地衛星

　測地衛星としては、方向を観測するための太陽光を反射する機能

　およ．び距離を測定するための地上からのレーザー光を反射する機能

　をあわせもつポリエステル樹脂膜による気球衛星が考えられている。

　　衛星本体は打上げ時には折りたたまれ、軌道へ打ち上げられた後

　空缶し・昇華物質により膨張してから測地衛星としての機能をもつ

　ことになる。このため、レーザー測距を利用する衛星測地法の研究

　観測地点相互の精密時刻同期方式の研究、ポリエスアル樹脂ベース

　接着方法の研究およびレーザー反射体の研究を昭和44年度から行

　ない、ひきつづき衛星球体の脱出機構および膨張機構の研究を行な

　う、．

　　また、精密座標測定装置、観測用望遠鏡、レーザー測距儀、標準

　　　　　　　　　　　　一46一
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画

◎

、
◎

周波数発生装置、時刻同期装置等の地上機器についても研究を行な

う。

第2節　人工衛星打上げ用ロケットの開発計画　　．

　1．人工衛星打上げ用ロケットの開発の基本構想

　　　わが国における・ケット開発の現状についてみるに固体ロケットに

　　ついては、昭和30年から東京大学において：研究および開発が進めら

　　れ、現在では直径t4メートルのMロケットの開発が行な：われ、すで

　　にM一り1）およびM一ろDpケットが打ち上げられている。液体ロケ

　　ットについては、昭和35年から科学技術庁において研究および開発

　　が進められ、本年には推力5．5トンのLS－Cロケットが打ち上げら

　　れている。

　　　このようなロケット開発の現状に基づいて、今後数年間に打上げる

べき科学および実用の分野における各衛星の打上げの時期および軌道

精度に対する要求ならびに将来のわが国宇宙開発の展望を考慮すると

わ姻として歌のよう薩本四嚢欄のもとゆケ妙『醗生

めていくことがもっとも適当である。

　科学衛星を打ち上げるためには、宇宙科学研究の急速な進展にかん

がみ、これまで東京大学が進めてきた蟹・ケットの開発を推進するこ

とが必要である，、

　第1号および第2号科学衛星を打ち上げる・ケットとして、直径

1．4メートルのpケットエンジンを第1段および第2段に用い、最終

段に姿勢制御装麗を備えた全段固体の4段式M－4S・ケットが開発

されているが、今後ひきつづき科学観測の要求に応じてM－4S・ケ

　　　　　　　　　　　　一47一一
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　　　ットの改良開発をすすめ、粛乙号以下の科学衛星を打ち上げる。

　　　　実用衛星とくに静止衛星を打ち上げるためには、きわめて精密な誘

　　　導制伽婆求され・そのた蘇は液φ靹ケット・エンジン鱒回する

　　　ことが腰である・このため・これらの衛星打上錦・ケッ航っ

　　　いては、下段にMPケットの技術を活用した圃棒ロゲラト・エンジン

　　　を用い、上段にLS－Cロケットの成果を硝いた液体幽Pレット．エン

　　　ジンを組み込み」全段に誘導制御を行なうシステムを採用することが

　　　もっとも適当である。

　　　　したがって、高精度の誘導制御技術等実用衛星打上げに必要な技術

　　　を確立するため、上記の構想によ為Qロケットを開発するとともに、

　　　Qψケッ玉の開発途上において得られた成果を反映させつつQロケッ

　　　トよg一属大型かつ高性能の静止衛星打上げ用N・ケットを開発し、

　　　Qロケットにより電離層観測衛星を、Npケットにより実験用静止通

　　　信衛星を打ち上げることとする。

　　　　野州びN吻トの開発を働る1飾たっ略自主瀟
　　　による開発の方針との調和を図りつつ必要に応じ、適切な技術導入を

　　　行ない、また、体系工学の手法を十分に活用して勧果的な開発を行な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評＼
　　　う必要が昂る。

　　♀富・勉，トの概要
　　　　　　しヘド　ド

　　　（1）、Mロケットの概要

　　　　rM－4S吻．トは・、∵段目直径蹴蜘4幅

　　　　　量約卿嘲固体の椴式吻トであり・鹸碑蠣
　　　　　星を近地点高度約500㎞、遠地点高度約5．000k磁の権円義道

　　　　　賄鉦げξ琵がで論♂㌧』　　…：・罷

’㍉』1 A／痘、二お・扉ケ必’ほ諏一4S。ケ励の21焼目に一次

　　　　　　　　　　　　　　　一48一

◎

◎

　　噴射推力方向制御装置を備えたもので、重量90kgの衛星を近地

　　点高度約250㎞、遠地点高度約21000㎞の楕円学道あるいは

　　破獅00k撮の略円明に打社げることができる・

⑱欺：尋SHロケツ略M｝4S、Cロをツト礪造の縫化と

四竹の醜即したもので・醒約50kgの鯉樋地点離

　　500㎞、遠地点高度20，000k孤の長楕円軌道に打ち上げるこ

　　とができる。

　④M－4SS・ケットは、M－4SH7ケッ、トの各段の推力を増

　　強したもので・騒約5・k2備星樋地解離．50．Ok磁・遠地

　　点高度50，000㎞の長楕円軌道に打ち上げることができる。

（2）Q砂ツ》の概琴

　　Q砂ツトは、1・耳目直径稲瑚固体干ンジソ・鍛目液

　体エンジン、4丁目軽構造固体エンジンの4段式・ケットで、重爆

　約85k2の衛星を高度り，000㎞の．円軌道（傾斜∵角約70。におい

　て）に打ち半げる能力を有するものとする・，

　　人工衛星を精度よく所要の軌道に導入するためにはロケットに精

　密な誘導制御を行なう必要がある。このためQロケットの誘導制御

綱・2段目吟獺鱗妨岬御・5騨にジンパル制働

よ．び全騨ガス9エツト轡師なう方式を採用する・

　　なお、このロケットに融輿を加えることにより、軌道変換実験お

　　　　　　　　　　　　　一49「一
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　　よび静止軌道に重量約50k夢の人工衛星を遵入することが可能とな

　　るよう検討する。

　（3）・Nρケットの概要：

　　　NロケットはQロケットの開発により得られた固体Pケットェン

　　　ジン、液体・ケットエンジン、誘導制御等の技術等によって設計を

　　行ない・さらに鯉離靴賄なって渤敬嫉馳どを経てr

　　開発するもので、重量約「00k2の静止衛星を打ち上げる能力を有

　　するものとする。

5・　ロケットの開『発スケジュール

（1）　Mロケット』の開発スケジュール㍉

　　　科学衛星打上げ用のM－4Sロケットは最総段ロケットの打ち

．．雌艦鋤を水野紛る姿勢縮鑓を鰍ているが、さ旅

　宇宙科学観測の要求に基づき、誘導制御による軌道精度の向上と性

　能向上を図るため、魏一4SC』、M－4S：HおよびM－4SSの各
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎

　　Pケットと昭和48年度までを目榛に逐次開発を進めていく。

　①・M－4S・ケッドについて1浜昭和’44年度にその打ち上げに

　　1必要な予備的総合試験を行なった6乏、同年度に第1号衛星を、

　　　昭和45年度に粛2号衛星を打ち上げる。

　・②M－4SCからM－4SSにいたるpケットの開発、打ち上げ

　　にあたっては、二次噴射推力方向制御装置を組込んだエンジンの

　　　　　　　　　　　　　一50一

◎

◎

　　地上燃蝋駄チャン・しの二化のための試作試験鋤縮

　　装置奏よび姿勢基準装置等の改良試験、軌道制御方式の研究およ

　　び、改良試験ご予備実験機による飛しょう実験等を行ない・その

　　成果を。ケットの開発に反映せしめる。

（2）Q。ケットの開発スケジゴル

　　餅らトは、昭梱7鞭に翻蠣観潰1鯉を打ち上げること

　を目標に次のズケジュールで開発を進める。

　’㊦　Pケット全般については、これまでに進められてきた概念設計

　　磁づき、各部の試作下駄小型砂ットによる飛しょう実騰

　　鮒な1、、所要のデづを徽筋基本設論よび細部設計礎

　　め、まず地上総合試験用ロケット（GTV）の総合組立てを行な

　　い、各種の地上試験を十分に行なう。ついで1ヒ・2段ロケットエ

　　ンジシの実験用μケットの打ち上げを行ない、さらに・第1号基

　　礎実験衛星の打ち上げによってロケットの信頼性の確認を行なつ

　　た後、昭和47年度を目標に電離層観測衛星を打ち上げる。

②これらの繍隈儒禰なうにあたって壱ま、Qpケットの信

　　頼性を高めるため、次の試作試験およびこれに必要な研究を十分

　　’賄なってその成果を鯉ケット鍛計、製織販映せしめる・

　　ω1．鍛固伽ケット・一ンジ頭つ㍉・ては・まず淳肉チ

　　　　ャン・・一による貯ッレエンジンおよび・1・型の試験腓翔ジ

　　　　　　　　　　　　　一51一
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　ンの螂焼試験により推薬性能、安全性等の確認を行ない、さら

　に・実機と同じ薄肉チャンバーの燃焼試験を十分に行なってロ

　ケットの信頼性の向上を図る◎．第2段ρケット・エンジンにっ

　いて縞空燃蝋験をもあわせ実揮るr

｛P）第5段液体ロケット・エンジン、第4段FRPロケット．エ

　ンジン・ペリジ・モーターおよびアポジ・モ「ターについては、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ

　まず開発試験用エンジンを試作して・門下における燃焼試験

　を行ない、さらに1真空燃焼試験および必要なものについては

　スピン燃焼試験により実際の飛しょう状態に近い条件における

　βケット・．エンジンの性能試験を行なう。

←3　誘導制御装置については、誘導装置および搭載用電子機器な

　らびに各段のロケット・エンジン用のこ次噴射、シンバルおよ・

　びガス・シェットの各制御装置を試作し、性能試験を行なうと

　ともに・これらを組み合せて十分なシミュレーション試験を行

なう・まち二次噴脚よ砲∵ミル借機置については・ケ

ット　ンジン嚇蝋験の際こ纏馳醐で融性能の試

　験を行なう。

←二）安全点火系・分騰下等畷器および部晶についても鍛と

　同型のものを試作し、それぞれの機能に応じて必要な試験を行

　なう。

　　　　　　　　　　一52一

／◎

甑

　　㈱餅ケットの勧雛・繭特購轍験す砿め汐ヶッ

　　　ト模型による風洞試験、振動試験等を行なうとともに、各回ロ

　　　ケット・エンジン、機器および部品につき振動試験、加速度試

　　　験、衝撃試験、平衡試験等を実施し、Qpケットの信頼性を確

　　　認する。

　　←9　LS－C、JCR等の小型μケットの打ち上げによってシス

　　　テム、部晶等の確認実験を行なう。

（3＞Nロケットの開発スケジュール

　　Nロケットは、昭和49年度に実験用静止通信衛星を打ち上げる

　ことを目標に、次のスゲジュールで開発を進める。

　①N・ケットの開発は、Q・ケット開発の途上において得られた

　　成果を基礎として、概念設計、基本設計、および細部設計を進め、

　　各部の試作試験、地上総合試験用ロケットによる総合組立ておよ

　　び各種の地上試験等を経て打ち上げ実験を行なう。この間、昭和

　　48年度を目標に、Qロケットによる静止基礎実験衛星の打ち上

　　げ実験によって衛星を静止軌道に導入する技術を確立し・昭和

　　49年度を目標に、実験用静止通信衛星の打上げを行なう。

　②これらの設計、製作等にあたっては、各段・ケット・エソジソ、

　　誘導制御装置等の大型化、高性能化に必要な研究を行なうととも

　　に、Q・ケットと同楓畝ッ膜型による纒雛試験・各部

　　　　　　　　　　　　　一5ろ一



の試作試駄小聾ケントの打上脈よるシスアム、綿等磁

認実騰を行なって・その成果を蜘クットの設計、製傭販

映せしめる。
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　　第5節　施設の整備計画

　　　　前述の開発計画を実施するためには、（D人工衛星およびログットの

　　　開発に必要な試験施設　（2），人工衛星およびロケットの紅上げに必要

　　　な施設　（3）人工衛星の迫跡およびデータ取得に必要な施設を整備する

　　　必要がある。

　　　　これらの施設については、科学衛畢およびMpケットの開発および

　　　打上げのため東京大学宇雷航窒研究所の施設の充実を図るとともに・
◎
　　　宇宙開発事細榊心として実用鯉ならびにQ砂ッ寧よびNp

　　　ケッ㍗の開発および打上ならびに人工衛星の三跡等のために必要な施

　　　設の輔を進める。また瀾姻立試験研究機階おいて！ま・その役

　　　割に応じて必要な施設を整備するものとする。

　　　　なお、これらの施設の整備充実にあたつ唱ま瀾係機関棚：の有効

　　　適切な活用が図られるよう、留意してこれを設蹟するものとする・

　　　t　人工衛星およびロケットの開発に必要な試験輝設

　　　　（・）基礎轍鶴電蠣観測鯉継ぴ実験騰蝉信鯉の開

　　　　　発のため、①回心齢ける人工襯およて三二撚の膿

●　等を試験する脚耀瀬鱗境試職置をはじめ≧する樋

　　　　　の宇蘇境試験鑛②麟制御・追二一ウスキ「ピン薦

　　　　　を行なうための機器、ミッション機器等の調整、性能試験等を行

　　　　　な儲装騰酪鯉の蹴スケジー・レに合わせ礎備鍋・’

　　　　　　科学鯉の醗のため、．畷の試騰継加客爾畢噛了す

　　　　　、る樋翻用灘の環境試験・輔制御等の試搬欝を充難

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆　　　　　諭する。

　　　　（2）Qμケットの醗の旧聞・①1各回ケット●㌣ジ薄

　　　　　　　　　　　　　　　　　一55一
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・蒲謳錘壽

　　の燃焼試験を行なうための各種燃焼試験設備、②　誘導制御装置、

　　分離機構等の機器および部晶の調整、性能試験等を行なうための

　　融置、③鍛・ケッドエンジン等め重、氏慣性能率∴動約

　　釣合等の動特性を試験するための’諸装置、め腐ケヅト土ンジン

　　機器および部晶の振動、衝撃等に対する耐久性を試験するたあめ

　　諸装置等が必要であり、これらの設備を前述のPケットの開発メ

　　ケジュ」ルに合わせて整備する。また、Nロケットの開発のだめ

　　には、即ケットの大野化、高性能化あるいは新三三の採用等のブと　　ノρ

　　めに必要な施設の増設を行なう。なお、Qpケット用の施設ゐ整

　　備にあたっては、N・ケッ層トめ開発を＋分に考慮し七三装置の能

　　力配置等を定めるものと’ナる。1「

　　　M：ロケットの開発のため、綱御系試験装置等Mゴケットの信頼

　「性の向上を図るために必要’な施設め克実1整備を行な死

（3）「 F宙開発事業脈おいて回数下妻な試験施設雄回るにあ『

　　たっては、各穂b龍、冶ゲ必毎回通し喉回しうる夫三熱

　　空環境試験装置’等の大型施設、動特性、耐久性試験装置；箸にらい

　　てはこれ礁中瞳縮凱施設の甑デづ四切鋤靹

　　賄なうものとし可聴磯麟鹸旗用礁し％よう醜　ρ

　　するもみとする。’　　　　　　　　　　　　　　　廻

2．人工衛星およびロケジトの打上げ施設　　　　し

⇔瑚脚人工解即吻トの批げ敏し蠣ケ
　　島宇四望吻施設をそれぞれ鍵実験三里、三三二三

　　および実験用静止通信耀の打田のズケジュつレ姶わせて整

備する・．『ρ雛、餅7ツ潤駒打上聯設として

　　①　ロケット発射台1整備塔、これらの告制装置、等の射点系の

　　　　　　　　　　　　　　繭5』τ6一

峯

／

｝
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　　諸装置　　　　　　　　　　　　㌧　　　　　　　・　・㌦レ

　②　打上げ実験全般の管制を行なう中央管制装置等の指令管鯛系

　　の諸装置

　③　ロケット打上げ直後の追尾、指令を行なうレーダ、テレメー．

　　タ、コマンド等の試装置およびこれを引き継いで遠距離の追尾、

　　指令を行なうダウンレンジ系の諸装置　　・　　気

　④打上げ直後から軌道導入までの間において衛星の管制を行な

　　　う諸装置，

　⑤　ロケットの光学観測．を行なう光学観測系の諸装置

　⑥　打上げ場において衛星およびロケットの最終的な試験および

　　調整、点検を行なう諸装置

　⑦　気象観測装置、推薬貯蔵庫その他の施設

　　　を整備する。

　　　Nρケット関係の設備としては、射点系の諸装置の新設を行な

　　うほか、Qロケット用諸装置に所要の増設を行なう。

（2）科学衛壁関係の打上げ施設としては、東京大学鹿児島宇宙空聞

　　観測所における科学衛星の管制および制御系チェックアウトのた

　　め、諸装置、Mニケヅト制御系の諸装置およびM・ケット発射用

　　諸装置の充実、整備を図る。

5．人工衛星の追跡等に必要な施設

（1）追跡施設

　　　科学衛星の追跡のために、第唾段階として現在角度測定併用ド

　　ップラー方式による追跡設備が整備されているが、実験用静止通

　　信衛星、第5号以降の科学衛星等の追跡を行なうためには、高精

　　度かつ実時間での人工衛量の迫跡を行なう必要があるので、距離

　　　　　　　　　　　　　　・一57・一
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変化率測定方式（R＆RR方式）等の追跡施設を整備する・

（2＞衛星管制施設

　　衛星管制施設を整備し、次の業務を行なわせることとする。

①各轡局および打上げ開詠ンター輪む倒ネットワー

　　クの中枢施設どして、国内および諸外国からの追跡データを取

　　得し計算して人工衛星の飛しょう経路および位置に関する情報

　　を即し、これ酪利騰三縄速醸藝鮒碍の追回袴

　②　三里の運用管理、データ取得等の業務のうち、実験衛星に関

　　するものあるいは一三鯉につ＼・鰍道導入後利用鋼矧

　　醸すまでの隙腰なもの三元練回する、こと礎当と

　　認められるもの

また、科学衛星のデータ取得、制御等に必要な施設を充実・整

備する。
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第2：章　開発体制の整備

第1節　宇宙先＝進諸国における開発体制の現状

　　米ソをにじめ仏等の宇宙開発先進諸国に跳いては宇宙開発の強力かつ

、弊的二進を図るため・それぞれの国情に合わせて一元晩醗体制

　の整備を進めている。

　　すなわち、．米国臨いては、大統領障おかれた継宇宙会謙おい

　て国の航空宇宙活動の計画の樹立、関係機関め整備等を行ない、航空宇

　宙庁（N，ASA）が平和目的の航空宇宙活動の実施を一元的に行なうこ

　ととし、ζのため同庁にρケット打上げ場、研究所等を一括所属せしめ

　ている。また、同庁は航空宇宙飛しよう体を用いて行なう科学測定およ

び観測を学界の参加を得て実施している．また、関係学臨いセは・各

齪用鯉の融および利朧行な・・、大学においては、輔関係の基

　礎研究と航空宇宙庁の委託による研究を行なっている。

　　ソ連においては、国家宇宙探査委員会の下に企画研究ゼ開発・打上げ・

　追跡等が行なわれている◎

　　フランスにおいては、関係各省大臣からなる科学技術研究旧聞委員会

　において宇宙濁の計齢決定し、・その実㈱購法人縮研究岬

　（CN耶）が鞘している．琳部には、打上げセ三三研究鞭

　が一元的に所置されている。大学との関係については、一本部内に大学

　協力三々設けで、協力関係の維持を図っている。

　　　ド翌におい嵐科学研究姫の諮問纈である霜破墾会の

助言の下に洞省の霜磯局が珊、大学三業駄おけ碑宙の研

　究開発に関する計画を作成し、この計画の実施に関し特殊法人宇宙研究

　　　　　　　　　　　　　　一・59一
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　　有限会社（GFW）を設け産業界への研究開発委託等を実施している。

　　ざらに、関係省聞の連絡調整機関として宇宙研究省間委員会が設けられ

　　ている。

　第2節　わが国の開発体制の現状

　　　わが国の宇宙開発は、宇宙開発委員会の議決を経て内閣総理大臣が定

　　める宇宙開発に関する基本計画によって進め与れることとなっており、

　　三三諸機関における研究および開発は、この計画に沿って有機的な連繋

　　を保って稔合的に推1進され，るとととなっている。

　　　難・醗の麹欄して馬実用鋤に洲る入工解（1樋の人

　：工痢星に共導部分に限る．）および同入工衛星打上げ濁ロケットの開発、

　　打キげおよび迫跡に？いては宇宙開発推進本部において行なわれ・各種

　　人工衛呈に関する研究については、関係各省庁健おいてそれぞれ行なわ

　　れて回る。　　　　　　　　，．

　　　宇宙科学の研究のための科学衛星およびこれを打ち上げるためのロケ

．．妙高惣よび醗につ照ま・・大学傭いて行な撚てい貌

　　　また、宇宙開発に関する先行研究および関連研究については、宇宙開

　，発隅蜘婦国立試験磯機隙磁’て行なわれている・

　　　・さ，らに・産業界は▽、圏の開発機関の委託に応じて研究および開発に協

　．カし・伸り・勲・通信蝶体等政府以外の利職欄においてもそれぞ

　　．れぞ）実用月的確滑った人工衛星に関する研究を行なっている・

　　　今後のわが国の宇宙開発を「層本格的に推進するためには開発実施体

　｛瑚伽乖雌図る必要が劾・このため・昭秘4年・・月から醗実

　　施の中核帳凹して・輪醗推躰轟簸的燦消し、また鋤

蟻謙四脚働騨1門碗畔細禰発
　　　　　　　　　　　　　　　　一60一
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第5節　開発体飼整備の方策と各機関の果すべき役割

　　前述の開発目標を達成するためには、確立された計画の下に国として

　一体性を保ちつつ総合的かつ効率的に研究および開発を行ないうるよう

に、開発体制の整備を進める必要がある。このため、次により各機関の

果すべき役割を明確にし、その役割に応じ体制を整備していくことが必

要である。

ゴ宇宙謝発をより一層総合的かつ計画的に推進するため、国の宇宙開

　発に関する企薗、調整面を担当する宇宙蘭発委員会の機能の強化を図

　る◎

2　委員会の亭務を的確に処理するとともに、今後ますます本格化する

宇動醗に関する行政事務を遺漏なく挙行するため腰回構三二

　強化する。

5　人工衛星打上げ用ロケットの開発については、宇宙開発事業団にお

　いて、行なうこととし、関係機関の要請に十分こたえうるよう、旧事

　業団の技術能力を高めるとともにその機構の強化充実に努める。

　　なお、東京大学宇宙航空研究所において進められている科学衛星打

　上げ用Mロケットの開発は、同ロケットの信頼性が得られる段階まで

　は同研究所において引き続き行なう。

4　人工衛星の関係および打上げについては、宇宙開発事業団において

　行なう。

　　人工衛星の研究については、利用（観測を含む以下同じ）機関がそ

　れぞれ利用の実態をふまえて研究を進め、これらが開発段階に達した

　ときには、宇宙開発事業団において開発を行なうこととし、この際、

　研究と開発の継続関係が有効に確保されるよう配慮する。

　　　　　　　　　　　　　　一61一
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　ただし、科学衛星の開発については、宇宙科学の研究に密接に関連

して開発されることにかんがみ、原則として東京大学宇宙航空研究所

において行なう，、

5　入工衛星の軌道決定および予報のための罪跡は宇宙開発事業団が行

なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

・この場合、軌道決定縁び予報のための諸藩は打」三げ時の迫撃およ

び必要に応じ各利用機閥が設ける利摺のための特殊な適跡系と密接な

連けいを保つ必要があるので、これら各種の迫跡について宇宙開発事

i業団を中心とした密接な連絡通信網を整備する。

6　宇宙開発に関係のある国立試験研究機関は、それぞれの所掌に応じ

て、・ロケットの研究ならびに人工衛星に関するシステム、塔載機器お

よび利用技術の研究：および開発を行なう像か、宇宙開発に関する先行

研究、関連研究を積極的に進めるとともに宇宙開発事業団㊧行なう開

発に積極的に協力すろ。

7　大学においてぽ、宇宙科学の研究に必要な人工衛星、ログット等に

関し、幅広く研：究が行なわれるととを期待する。

8　なお、宇宙開発を行なうにあたり民間企業の果す役割、が大きいこと

にかんがみ、民間企業における研究および開発の体制を強化するとと

　もに、研究者、技術者を充実して、自己の技術基盤の確立と向上を図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　り・、国のプρジェクトに対して積極的k参加、協力することを期待す

る◎
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第5章　宇宙開発の促進に必要な諸施策

　　第｛節　人材の養成

　　　　4　人材養成の必要性

　　　　　　わが国が今後宇宙開発を本格的に進めるにあたり、推進の担い手と

　　　　　なる宇宙関係科学技術者を養成することが急務となっている。

　　　　　　宇宙開発は、航空宇宙工学、電気工学、機械工学等きわめて多くの

◎　技術彌に覇醸の科轍術の成果蝶諭してはじあて漉しう

　　　　　るものであり、この意味でこれらの会野における宇宙関係科学技術者

　　　　　を確保することは、不可欠の要件である・

　　　　　　しかしながら、わが国におけるこれらの宇宙関係科学技術者の現状

　　　　　　　　　な
　　　　　は、簸と紘お不＋分であり、醗力櫨格化するに伴い・必要とさ

　　　　　れる宇宙関係科学技術者数はますます増大する・とりわけ・体系工学

　　　　　、信頼性工学、講制御工戦どの報開発に密接繭寂する言い’

　　　　　分野においては、腰とされる科学触診賭数は噸大きなものがある・

●

2　人材養成の方策

　　人材養成の方策は、大学における幽門教育の拡充とならんで、既存

　の科学技術者の再教育に重点を置いて進めなければならない・

　　大学における輔教育については、大学学部の基礎的網を強化す

　るほか大学院における専攻課程を充実させ、高い能力を有する宇宙関

　像科学技術者を養成する必要がある。

　　既存の科学技儲の再鞘は、宇宙分野の科学灘緒の資質の向上

　あるいはその他の分野の科学技術者の転向を目的とするものであり・

　宇宙先進国へめ留学または国内における研修が有効と考えられ・この

一6ろ一
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　　ため、海外留学生制度および国内研修制度を整備充実する必要がある。

　　　海外留学生制度としては、現在の科学技術庁の在外研究員制度を充

　　実して、できるだけ多数の科学技術者を派遺できるようにすることが

　　必要である。

　　　また、政府、民間の科学技術者を’対象と’して、体系工学等宇宙開発

　　に必要な技術の教育訓練を行なう必要がある。

第2節　情報流通の促進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　避
　　科学技術の進展に伴い、科学技術に関する情報は急激に増大し1情報

　量はほぼ10ケ年前後に倍増とするといわれている。宇宙開発の分野に

　おいては、関連する科学技術の分野もきわめて広く、とくにこの傾向が

　著しい。このため情報の適切な処理と有効な利用を図ることが、開発を

　一層効果的に推進するうえに、きわめて重要である。

　　欧米諸国、とくに米国においては、は「やくから情報活動の整備と強化

　が図られており、航空宇憲庁は科学技術情報部を設けて迅速かつ的確な

　情報処理のための機械化を促進するとともに、情報サービス活動を活発

　に実施している。

　　わが駄掛ても・近凹凹轍イヒの腰回轍熱躰科学轡
　技術情報センターを中心に科学技術情報全般にわたる活動が行なわれて内

　きたがさらに専門分野どとの情報活動の強化を図ることが必要であると

　去われている。宇宙開発関係以外の専門分野においては、日本原子力研

　究所情報部等がそれぞれ特色のある情報活動を行なっているが、宇宙開

発の分野につい奪礪のもの猷搬無言ていない・宇醐発技

　術はきわめて進歩の著しい技術分野に属するものであり、とくに情報の

’処理および利用には、高度の迅速性が要求されちことに’もかんがみ、・今

一64一一
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　後本格的に宇宙開発を推進するにあたっては、宇密開発に関し情報の収

集処理サービス等の機能の充実を図ることカ㍉研究および開発を効率

　的に推進するうえに、きわめて有効である。また、宇宙開発の技術的波

　及効果は、多くの分野にわたって：、きわめて大きいことが期待されるの

　で、開発により得られた成果がわが国産業技術の向上に利用されるよう

　積極的に努力する必要がある。

　　なお、情報活動における国際協力を推進するにあたっては、米国航空

　宇宙庁等の海外情報機関との密接な連絡を一層強化するよう留意すべき

　である。

第5節　先行研究および関連研究の推進’

　1．　先行研究および関連研究の必要性

　　　宇宙開発に関し、将来、わが鼠がより高度かつ独創的な開発プロジ

　　ェクトを計画し、これを自主技術によって推進するためには、その基

　　盤となる技術を早期に確立する必要があり、このため必要とされる分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　李

　　野の先行的な研究を、積極的に進める必要がある。

　　　また、開発を円滑に遂行するためには、広範な蔚孫分野の技術水準

の向上を必要とする。このため、人工衛里およびロケットの開発、打

上げ等に直接必要とされる技術のほか、電子技術、低温技術、真空技

　術等の宇宙関連技術の研究を幅広く推進する必要がある。

2．　関係各機関の役割

　　宇宙開発に関する先行研究、関連研究は広範かつ多岐にわたるので、

　その効果的な推進を図るためkは、多くの研究機関が相互の密接な連

　絡のもとに、それぞれの専門分野に応じて分担することが必要である。

　　すなわち、』科学技術庁航空宇宙技術研究所においては、．打上げ用ロ

　　　　　　　　　　　　　　一・65一
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　ケ．ットおよび人工衛星の共通的技術に関する先行研究を行なう・

　　獺舗蘭瓢運輸鼠子航法脈所、気象庁気象研究所海

上憾庁水回漣紳国拠三田瀟院の三四究鞭その他

咽公立試翻鯉口においては・それぞれの弾に応じて人工解ま

たはロケットに関する先行研究あるいは関連研究を分担して行な～＼　こ

れらの技術水準の向上を図る。

　大学においては鞭者ρ創意姓かし瀟広い鞭娯施し・わが国

　の宇宙囲発技術の基盤をつちかうことを期待する、

5　人工衛星に関する先行研究

　　人工鯉の破化の方向としては、長寿命化・大融化・睾鮒雛

　置の高性能化、人工衛星斌能の多様化等が昂げられる、

　　長輸化、熔量化のためには、電源の性能を高め・三輪撒器に

集積醜を用いるなど、部晶、機器の信頼を向上させ、小型薩化を図

　らなけれぽならない。信頼度の向上、小型軽董化を図るたやには、とく

早期肋た獄験研究嚥樋縛必要であるので・体紳堺験研

究嫉施する腰がある．就電源につ㌔・ては，旧離池の麗鹸構の

研購従来の翻の改既図る研究を鴨るほか・これらに三縄源と

　．レて燃料電池等の研究を行なう必要がある。

　　姿勢制御鑓の性能銅上のた馴ま・現在開発臨められているス

　ピン姿勢制御装置に代るべき高度の姿勢制御装置の鼠舞に着手する必要

　がある。

　　また源子力エンジンや電気雌エンジンについて儘礎的研究雛

　めることが望ましい。

　　以上の各種衛星に共通的な技術に関する試験研究と並行して・将来の

．一 U．6一

磨

砂

　　　個別の人工衛星の性能向上に資することを目的として、通信衛星、放

　　　送鯉のためのアンテナ技術及び鋤畠波等の新周波数利用技徽気象

　　　衛塁のための塔載用センサー」航行三里のための測距測角技術、標準

　　　時刻衛呈のための搭載用原子時計、資源探査衛星等のための光学、電

　　　磁波装置等に関する試験研究を行なう必要がある。

　　4．人工衛星打上げ用Pケットに関する先行研究

　　　　人工衛里打上げ用・ケットの高度化の方向としては、・ケットの各

　　　種性能の向上と大型化があげられる。

　　　　ロケットの性能向上のためには、戸ケット構造の軽量化を図り、信

　　　頼性を向王さぜ誘導制御の精度を高め、高比推力の燃料を使用するこ

　　　となどが必要となる6

　　　　大型ロケットを開発するためには、固体・ケットについては推薬の

　　　粘弾性の検討、チャンバーめ材料と加工法、非破壊検査法に関する試

　　　験研究に着手する必要がある。液体ロケットについては、将来高比推

　　　力の液体ロケットの開発に進みうるよう極低温推薬等の使用推薬、推

　　　薬供給系統、大型推薬タンクおよび液体筒ケットのクラスター技術に

●附る試験磯賭手する腰鵬る・
　　　　また、固体液体を問わず大型化に必要な大型エンジンの推力制御、

　　　高精度の誘導制御、搭載型電子計算二等に関する試験研究をも行なう

　　　必要がある。

　　　　なお、固体口〆ットと液体ロケットの長所を生かしたくイブリッド・

　　　エンジンについても研究を進める必要がある。

　　5　宇宙開発に関する関連研究

　　　　わが国の宇宙開発を促進するために基本的に必要であり、かつ、他

　　　　　　　　　　　　　　　　　一67一
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　　の分野にも広く用いられる基盤技術として、電子部品の信頼性、蛙殊環境

　　境下における精密計測、計測制御および潤滑、高速度高負荷に耐える小型

　　軽量歯車、高性能カメラに関する研究等重要な技術分野の研究を重点的

　　に進める必要がある。

　6．先行研究、関連研究の推進方策

　　　先行研究、関連研究は多くの研究機関’により分担して進められなけれ

ば励甑磯の促進を計るためには旧的分野ご Pに総合的かつ♂

　　計画的に推進することが肝要である。　　　　　　　　　　　　　　・一

　　ヒのため、早期に計画の明確化を行なうとともに各機関相互の人事交

　　流、共同研究等の推進を図るほか、’遜要に応じ、いくつかの目的分野ご

　　とにプ鐸ジェクトを設定し、各々プロジェクトの中心となる機関を定め

　　て相互に有機的連けいをはかりつつ研究を推進するための体制の整備を

　　はかるものとする。

　　　また、今回朗発技術は世界的にも開発段階にあり、きわめて流動的で

　　あるので、海外の技術囲発動向に不断の注意を払い、研究方針に随時検

　　討を加えながら必要に応じて研究計画の変更、中止を果敢に行なうとと

　　奄に・国際協力瑠肥しつつ研究縫める，ものとする6　　　◎

第4節　國際協力の推進

　り．　諸外国およびわが国における国際協力の現状、諸外国においては、宇

　　宙開発に関する国際協力は極めて活発に行なわれ、多大の成果があげら

　　れている。

　　　すなわち、イギリス、カナダ、フランス等の諸国においてはレ米国の

　　ロケットにより自国の四壁の打ち上げを行ない、』あるいは米国の衛星に

　　自国の実験装置を搭載し七共同科学研究を実施している6

一68一
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　また、欧州宇宙ρケット開発機構（：ELDO）および欧洲宇宙研究

機構（ESRO）においては、ヨーPッパ諸国が共同してそれぞれロ

ケット：および人工衛星の開発を進めており、フランスとドイツは実験

用静止通信衛星を開発するシンフォニー計画を推進している。

　次に、実用衛里の共同利用としては、世界商業通信衛星葱織（イン

テルサット）による宇宙通信が行なわれており、またニンバス、エッ

サ等の衛星が世界各地域の気象予報等に関して貴重なデータを提供し

ている。

　また、観測・ケット等による国際共同観灘竃国際学術連合会議の宇

宙空間研究委員会のもとで広く各国の協力のもとに進められている。

　　これらのほか、気象観測等に関する取得データの交換、各種の衛星

の追跡等に関して各国の協力が行なわれている。

　加えて、最近では、国連の場合において宇宙1後進国あるいは開発途

上国の宇宙活動への参加に関する宇宙先進：国の援助等につ陸て検討さ

れている。

　わが国の宇宙囲発は、宇宙開発審議会の第1号答申に沿い、国際協

力を重視して進められており、とくに宇宙空間研究の分野におけ？る観

測・ケッ・トを用いた研究によって国際的に多大な貢献を．なしてきた・

　　さらに㍉実用衛星の共同利用として米国の衛量により、雲客真の受

画、離島等の測地、通信実験等を行なってきたほか、日）和気象ロケッ

　トの比較実験を行なった。しかし、戸ケントおよび人工衛畢，¢〉開発に

関し・ては、現在のところ外国との共同開発はまだ行われていない。

2．国際協力の推進方策

　　前述のような国際情勢およびわが国の宇宙開発の本格化に伴い、．国

一69一一
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竃』

際協力の重要性はますます増大しており、今後のわが国における宇宙

開発の推進にあたっては、従来にもまして国際協力を重視してこれを

行なう必要がある。

　わが国が宇宙開発に関する国際協力の施策を講ずるにあたっては、

単にわが国の函際的地位の確保とわが国字宙開発ゐ効果的な推進のみ

ならず宇宙開発を通じてめ国際的な友好の促進め見地から次の施策を

講ずべきである。

劉に、わが国の宇宙開発を国階勾な観点にたらて進めるため、国

連を中心とする国際機関に積極的に参加協力することとする・

　とくに、全世界的な緬醗の協プ欄題については、購宇宙空華

平和利用委員会の場を通じてその活動に参加することと底また、世

界気象機関（WMO）、国際電気通信連合（ITU）簿の専門機関に

おける活動についても、従来にひきつづき参加協力することとする。

ぺさらに、自らあるいはこれらの国際機関の行なう地域活動への参加

を通じて、低開発国諸国あ宇密利用等に協力することにより、これら

瑚の社会即興鰍崎与することζする・

第2理科勃分野脚・砿糀・国際輪連四脚太陽
地球物理学連合委員会のもとで実施している太陽活動期国際観測年

（IASY）の購綱観照業に積極的1（参加してい財力＼今後と

も二間礎購の国麟鑓寧接麟蘇ちつ3騨
三綱門門判ること狸まい1・

第砿わが回り鞘醗媚滑か吻率的雌めやため四獣

情報の収集留学生の派等等により、宇宙先進国の技術畷収に努め

1辞と午％・，．

　　　　　　　　　　　　　　　一　70一・
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　　　なお、技術導入にあたっては、自主技術の開発の要請に充分留意し

　　つつ、これを行なう必要がある。

　　　第4に宇宙・空発の効率的な推進を図るため、外国との共同研究、共

　　同開発につき検討を進めることとする。

　　　この面の国際協力は、わが国においては従来ほとんど行われていな

　　かったが、前述のように宇宙開発における各国の共同研究開発活動が

　　活発に行われていることにかんがみ、今後、わが国においても、これ

　　らの実態を充分に調査把握したうえで外国との共同研究・共同開発の

　　実：施につき検討を進める必要がある。

　　　なお、国際共同開発については、欧州宇宙ロケット開発機構におけ

　　る経験も考慮し、慎重にこれを行なう必要がある。

　　　第5に追跡を外国に依頼するこどは、わが国が宇宙囲発を推進する

　　うえで必要であり、外国からの追跡依頼に応ずることも含めてこの面

　　の国際協力を積極的に行なう必要踏ある・．

第5節普及啓発　　　　　　　・　　　　　・

　　宇宙開発を円滑に推進し、さらに発展させるためには、宇宙曲発につ

　いて国民一般の認識と理解を高めその支持を得る必要がある。このため、

　宇宙科学技術の基礎的知識の普及にとどまらず、再発の意義、開発の現

　状さらには、開発により得られた成果等について積極的に啓発活動を行

　なうこととする。

　　現在、政府及び民間諸団体において普及啓発活動が行なわれているが、

　これはまだ充分な状態といえないので、今後さらに積極的な活動が望ま

　れる。その具体策としては、関係機関の発行する宇宙囲発関係刊行物の

　一層の充実、映画、スライド等の作成等、普及啓発のための素材の整備

r・ V1一
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に努めると’ ﾆもに、展覧会、講飴等の開緻テレビ西ン等のマスメ

ディアの瑚など醐の翻を齢的雌進ずるものとする・

　　また、繭三体においてもこの勘活動を三三に「麟発に行な

　5ζとを郷籍する。

鄭節その他の重塾頓
　　わふ国の宇宙囲発を円滞に遂行するため、上述の諸施策のほか・次の

聯ついても膿朧策禰ずることζする・　　　　つ⇔
　（1）すなわち、ロケット等の打ち上げ実験を円滑咋遂行するためには・

　　打上げ弊・ケット矧論証臓材を姪かつ錫購回るため・必

　　婆樋路の灘欝打上げ場毎1給として開発環境の整飾（努める・

（2）次に、耽醗、打三三細ずなうにあた按全獅の磁・安

　　全幽す論戦定める腰があるので・これら礪する謙研究雄

　　推進する。，

　　さらゆケット、人工鰻、湾れら鞭回する材料・部騰の顯・1弘

試験鹸欝につい樋正嚥淫すみやカ・罐立する腰醐る・囁

禦
ぐ

・
響
蕪

監
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昭和45年度における宇宙開発関係経費の見積りについて（業）

昭和44年10月1日

宇宙開発委員会

、簡

昭和45年度に澄ける宇宙開発関係経費の見積りについて検討した結果は次のとおりである。

　　　　1　基　本　方　針

　　　　　　昭和45年度に澄げる宇宙開発関係経費の見積りに：ついての：検討にあたって前提となる開発の基本方針は、本委員会がすでに策定した宇宙開発

　　　　計画に沿い、次のと澄りとする。

　　　　　1　実用分野の衛星については・昭和46年度に・まず電離層観測衛星を、ついで昭和48年度に実験用静止通信衛星を完成させることを目標に

　　　　　　開発を行なうとともに・航行衛星気象衛星澄よぴ測地衛星については、できるだけ早期に打ち上げることを目標に当面はシステム、搭載機器

　　　　　　の研究および開発をすすめる。

　　　　　　　また・これらの打上げ用ロケットについては・まず・昭和47年度に電離層観測衛星を打ち上げることを目標にqロケットの開発を進め、さ

℃　らに昭和49鞭に実験用静止鮪詩星を打ち上げることを縢N・ケットの開発を行なう・

．　　　　2　科学衛星については、昭和45年度に澄いては、太陽輻射線、天体放射線、粒子等の観測を目的とする第3号、第4号澄よび第5号の各科学

　　　　　　衛星の開発を進めることとする。また・科学衛星打上げ用ロケットについても、ひきつづきMロケットの信頼性向上のため開発を進める。

　　　　　5　人工衛星および人工衛星打上げ用ロケットの開発にあたっては・それらの信頼性を高あるための各種地上試験捕設を整備するとともに、打上げ

　　　　　　場施設の整備澄よび入工衛星追跡網の強化を進めることとする。

　　　　　　　また、宇宙開発関係の基礎的、先行的研究についてもその効率的な促進を図ることとする。

　　　　　4　宇宙開発事業団の発足に伴い・一層本格化する宇宙開発事業を強力かつ効率的に推進するため、必要な体制を整備することとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1一



◎

皿　宇宙開発関係経費の要求概要

　　以上の方針に基づき・慎重に調整を行なった結果、昭和45年度の宇宙開発関係経費の要求概要は、別表のと診りである。

　、ここに示す経費は・宇宙開発計画を遂行するため基本的に必要なものであるので、これらの経費が確保されることが必要である。

　　これらの経費によって行なう主な事業澄よび体制の整備は、次のと澄りである。

　1　実用衛星関係

　　（1）電離層観測衛星の開発

　　　電離層観測衛星については・前年度にひきつづき・プロトタイプの製作澄よび試験を行なうとともに、フライトタイプの製作に着手する。

　②実験用静止通信衛星の開発

　　　実験用静止通信衛星については・前年度にひきつづき・ミリ波中継器の試作研究を行なうとともに、コマンド受信装鼠テレメータ送信装

　　置、構体等の開発澄よび衛星のシステム設計を行なう。

　（3）基礎実験：衛星あ開発

　　　基礎実験衛星については・電離層観測衛星の打上げ予備実験等を行なう第1号基礎実験衛星のプロトタイプ澄よびフライトタイプの製作に

　　着手するとともに・実験用静止通信衛星等に必要な姿勢制御実験等を行なう第2号基礎実験衛星誇よび同期軌道への打上げ実験等を行なう第3

　　号基礎実験衛星の構成部分の試作細よぴ試験を行なう。

　（4）その他の分野における実用衛星等に関する研究

　　　気象・航行および測地の分野における実用衛星については・前年度にひきつづぎ、気象衛星搭載用赤外放射計等観測装置航行衛星搭載用

　　電子機器、測地衛星用反射体 彌者機器等の研究を行なう。

　（5）実用衛星打上げ用ロケ薯ト．．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　　Qロケットについては・昭和44年度の基本設計の結果に基づき・詳細設計澄よび各部の試作澄よび試験を行なうとともに、地上総合試験

　　用ロケット（（｝．T．　V．）の製作に着手する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一2一
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●

　　　また・Qロケットに必・要な液体ロケット、誘導制御技術等の開発のため、小型ロケットの飛しょう実験を行なう。

　　　Nロケットについては、開発のために必要な基礎的研究を進めるとともに、概念設計を行なう。

　（6）打上げ場および地上施設の整備

　　　実用衛星澄よび同衛星打上げ吊ロケットの開発に必要な試験設備について臨大型スペースチェンバー；姿勢制御試験設備、振動試験設備、

　　高空燃焼試験設備等の整備を進める。

　　　打上げ場については、ひきつづきQロケットの打上げ場の施設の整備を進める。

2　科学衛星関係

　（1）科学衛星の打上げ

　　　M－4Sロケットにより第2号科学衛星を打ち上げる。

（2）科学衛星の開発

　　第3号科学衛星のフライトタイプを完成させ・第4号科学衛星のフライトタイプ論よび第5号科学衛星のプロトタイプの製作に着手する。

（3）科学衛星打上げ用ロケヅトの開発

　　第2号科学衛星打上げ用のM－4Sロケットを完成させるとともに、第3号科学衛星打上げ用のM－4SGロケットの製作に着手する。

　　また、2次噴射推力方向制御（T．▽．c．）装置：の試験、地上燃焼試験、飛しょう実験等を行なう。

（4）地上施設の整備

　　科学衛星およびMロケットの開発・打上けに必要な地上施設として、管制…bよび制御系の諸装置の整備を進める。

5　人工衛星追跡網の強化

　人工衛星の追跡については・距離論よび距離変化率方式による追跡装置の開発および計算施設の整備を行ない、人工衛星追跡網の強化をはか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
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4　体制の整備
　ω　宇宙開発を一層総合的かつ計画的に推進するため、宇宙開発委員会委員を2名増員するとともに、委員中2名を常勤化する。

　（2）宇宙開発委員会の庶務宇宙開発事業団の監督、宇宙開発に関する国際協力等、一層増大する行政事務を的確に処理するため、宇宙開発局

　　の新設を行なう。

　（3）宇宙開発事業団については・わが国の宇宙開発の中核的実施機関として、技術能力を高め、増大する開発等の業務を強力に遂行するため、

　　機構の強化澄よび185名の増員を行なう。

（4）ロケットに関する研究、入工衛星の搭載機勧よび人工衛星利用技術に関する研究を促進するため、関係国立試験研究機関を整備する。

5　その他の重要事項

（1）’

総ﾛ協力の強化

　　　宇宙開発を効果的に進めるため、米国をはじめ欧州諸国との国際協力を推進する。

　（2）基礎的。先行的研究の推進

　　　高信頼性電子部品、光学測定技術等宇宙開発に関連のある基礎的研究を推進するとともに、各省が協力して行なうべき基礎的、先行的研究

　　を総合的に推進する。

　（5）打上げ実験実施の円滑化

　　　種子島宇宙センターおよび鹿児島宇宙空間観測所におげるロケット打上げ実験を円滑に実施するため、漁業対策を一層促進する。

　（4）そ　　の　　他

　　　宇宙開発のための人材養成、広報啓発等の諸事業は、ますますその重要性を増しつつあるので、これらを推進する。
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別　　表

昭和45年度宇宙開発関係経費の要求概算
（単位千円）

省庁 担当機関 事　　　　項
昭和44年度
¥　算：　額

昭和45年度
v　求　　額

要　　　　求　　　　概　　　　要

宇宙開発局 宇宙開発委員会に： 10，747 31，635
「

科
必要な経費

学
「一　響曹一

ﾈ学技術庁 36ス558 812，989

一般行政に必要な 一

経費等

技
宇宙開発局事務処理等　　　　　　　　　　　　80α680

国際協力の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　名224

宇宙開発普及啓発　　　　　　　　　　　　　　　　1α085

術

一科学技術者の資質 0 15，459

向上に必要な経費 宇宙開発関係者の海外派遣　　　　　　　　　　　　　15459

庁

小　　　　計 378，285 858，081
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省庁 担当機関 事　　　項
昭和44年度

¥　算　額
昭和45年度

v　求　額
要　　　　求　　　　概　　　　要

航空宇宙技 航空宇宙技術研究 78Z395 ㊨1，12aoOO
術研究所 所に必要な経費 1054，288

液酸ロケットエンジンの研究　　　　　　　　　　　　6銑000
科 誘導用センサ系高精度化の研究　　　　　　　　　　4α000

固体ロケット燃焼中断の研究　　　　　　　　　　　　3α000

固体推進薬物性の研究　　　　　　　　　　　　　　5α000

固体ロケット制御の研究　　　　　　　　　　　　　　42000
学

シユミレーションによるデュアルスピン　　　　　　　6α000
衛星の制御に関する研究

FRPノズルのアブレーション特性の研究　　　　　2α000

技
ロケットエンジン高空性能試験設備整備　　　　㊨1，12aoOO

358，400
電子計算機借料　　　　　　　　　　　　　　2gag44

一
角田支所運営その他　　　　　　　　　　　　　11αg44

術 宇宙開発 宇宙開発推進本部 1，486，511 0 一一

推進本部 に必要な経費

宇宙開発 宇宙開発事業団出 ㊥5044064 ⑯1’名7、34600

事　業　団 資及び助成に必要 3，05免000 20，46皇000
庁 な経費 収　入

政府出資　金　　　　　　　　　　　　㊨1名734600

12610，000
政府補助　金　　　　　　　　　　　　　　85免000
預金利子その他　　　　　　　　　　　　　10名744

合　　　計　　　　　　　　　　　　㊨1名73陥00

20，571，744
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省庁 担当機関 事　　　項
昭和44年度

¥　算　額
昭和45年度

v　求　額
要　　　　求 概 要

支　　出

@ロケット開発経費

@人工衛星開発経費

@ロケット打上げ経費

l工衛星追跡経費

鼈齡ﾊ管理運営費その他

@　　合　　　計

　4，542000
@10，906，440

@Z365，000
@2，540，586

@　45Z900
@5，400，071

@　364，700
@　404，044
@1，320，605
M1名73へ600
@20．571，744

計
＠5．046064

@5，710，991

㊥1乙862，600

@22，381，5噂69

一

文
　
　
部
　
　
省

東京大学宇宙

q空研究所

E

特別事業等に必

vな経費
㊥59ZOOO
@1，80免489

（㊥　工272，594

@2，061，500
科学衛星研究経費

@　　　　　　　　　¶
lロケット開発経費

㊥
⑲

792，156

P，25Z860
S80，4．38

W05，640

計 ㊥　59ZOOO
@1，80只489

⑬　t2・7a594

@2，061，500
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省庁 担当機関
i　　事　　　項

昭和44年度

¥　算　額
昭和45年度
v　求　　額

要　　　　求　　　　概　　　　要

通
r
商
　
産
　
業
　
省

工業技術院

@　　ノ

試験研究所の特別研

?凾ﾉ必要な経費

114，500 118，000

宇宙開発関連機械技術に関する　　　　　　　　　2佃00

､究（機械試験所）

F宙電子技術に関する研究　　　　　　　　　　84000

@　（電気試験所）

l工衛星軌道解析用スーパー　　　　　　　　　　1α000

Vュミットカメラの試作研究

@　（大阪工業技術試験所）

o　一
114，300 118，000

一一｝■　一　一
C象庁気象

､究所

@＿

計，　一｝　　｝

C象研究所に必要な

o費

12，491 1等376

人工衛星による放射観測に関する研究　　　　　　似376
運
　
　
輸
　
　
省

電子航法

､究所

電子航法研究所に必

vな経費

10，113 61，936

衛星航法システムに関する　　　　　　　　　　　5α155

､究

d波無響室施設整備　　　　　　　　　　　　　　　31，781

計 22，604 81，312

一一黷R・一



　庁担当機関
　．」．＿＿＿．＿＿一甲

　　電波研究所
郵

政

省

　　国土地理院
建

設・

省

　　　　　合

　事　　　　項r

入工衛星の研究開発

に必要な経費

電波研究所の運営に

必要な経費

計

測量基準点測量に必

要な経費等

二

度
額

年
“
算

和昭
予

92細2

㏄
駒

幼
幼

4
　
　
7

㊨

囲
”

三
和4

ω

㊨

55肪2

28，535

計 ㊨5，685，064

@Z793，011

㊧15，43

@24，68

度
額

年
妬
求

和昭
要

0

㏄
㏄

㎝
加駒

4

㊨

㏄
㏄

㎝
恥駒

4

㊨

0

0

概求要

究研作試の器継中波リ、
、
、

高高

求要算予てしと費経係関宙宇は度年5嗣イ
　

昭

要

⑱ 300，000

@42，000

求

この他に宇宙開発に関して各機関が協力して行なうべき研究に対して、特別研究促進調整費のうち5千万円を割当でる必要がある。
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参考

文
部
省

運

輸

省

昭和45年度宇宙関係経費（宇宙塑発委員会の所掌に属さないもの）の要求概要

（単位　千円）

τ陣当翻
事　　　　項

昭和44年度

¥　算　額
昭和45年度

v　求　額
要　　　　求　　　　概　　　　要

東京大学

F宙航空

､究所

特別事業等に必要な

o費

1．21Z958 2，15Z860
一般ロケ．ツト観測　　　　　　　　　　　　　　　　g7q552

ｾ陽活動期国際観測年観測　　　　　　　　　　44Z116

�ｵょう経費　　　　　　　　　　　　　　　11亀920

､通　経費　　　　　　　　　　　　　　　57α527

総ﾛ宇宙観測共同事業経費　　　　　　　　　　　55745

計 1，21Z958 2，13Z860

気　象庁 一一 ﾊ観測予報業務に：

K要な経費

2，156 14，621

気象衛星地上受信施設整備　　　　　　　　　　　14621

上高層気象観測業務

ﾉ必要な経費

82834 146，509

気象ロケット観測i業務　　　　　　　　　　　　　144509

気象研究所 気象研究所に必要な

o費

驚757 12，353

A

ロケット観測による超高層大気の研究　　　　　　1a333

海上保安庁 水路業務運営に必要

ﾈ経費

0 28，509

離島測地観測経費　　　　　　　　　　　　　2a30g
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‘

　　…

ﾈ庁 担当機関 事　　　項
1昭和44年度
@予　算：　額

昭秘5年度’

v　求　額

要　　　求　　　概　　　要　　　　i

電子航法研

?

電子航法研究所に：

K要な経費

0 6，061
　　一

q星航法用利用者装置の研究　　　　　　　　　　　4061
咽一　一一一一一〇〇臼　，一　，　，｝卿　　「　　▼

計 101，727 2；OZ835
「諏蕨所　　， 　一

d波研究所の運営

ﾉ必要な経費

1，15，076 200，209 宇宙通信の実験研．究　　　　　　　　　　　　　17α209

?g数拡散通信方式実験施設整備　　　　　　　　　5α000
一　　｝

q星管制施設の整

�ﾉ必要な経費

⑱374000

@　　　　0

㊨494460

@442，437

衛星管制施設の整備　　　　　　　　　　㊨494460

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　442，437
一　舳　｝

計
㈱374000

@115，076

㊥494460

@642，646

建
設
省

国土地理院
　　　　　・　　，　　一一〇一冒　，｛

ｪ地基準点測：量に：

K要な経費

”　ρ　一　一　　｛

@　　　　0 35，194

天　文　測　量　　　　　　　　　　　　　　　26994

O角測：量その他　　　　　　　　　　　　　　　　　a200

　　　　　一　　一　｝

v
一　　一　一

@　　　　〇 55，194

一｝

計

⑭574000
P，452，761

㊨494460
T，025，535

一11一
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